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基本計画刊行にあたって

日野市は激しい人口増の波頭をかぶり、首都近郊都市ど

してあらゆる都市問題をかかえております。先進都市の例

にみられるように、今にして日野市は、基本的構想にもど

づいて計画的に都市づくりをしなければ、無秩序、乱雑の

市街地どなり、悔を将来に残すこどは、火をみるより明ら

かであります。

この計画は、昭和43年を基準年度として、昭和52年まで

の10年間を目途に、この急激な人口増の波を積極的に受け

止め、近代的な住みよい住宅都市をつくるための基本的総

合計画であります。

またこの計画は、市民参加により策定することをたてま

えといたしました。すなわち第一次案をつくり、「市民の意

見」をどり入れて、第二次案をつくり、これを市民各界の

代表者からなる審議会に諮問し、この意見ど、関係機関、

都市問題の専門家の意見をとり入れて、修正しまとめたも

のであります。

この基本計画は、今後、明日の日野市建設のみちしるべ

どし、行財政運営の指針として、尊重いたしたいと考えて

おります。したがってこの計画を実施するため、すみやか

に実施計画を策定し着実に計画を実現いたしたい所存であ

ります。

最後にこの計画策定にあたり、多くの市民の方々からょ

せられた数々のご協力、ご援助、また審議会の皆様のご努

力、関係機関のご指導に対して、あつくお礼申し上げます。

昭和44年3月|日

日野市長官ム
μ4 
ヂ?-¥
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第 1節計画策定の意義

占I!!:lc.

阜

近年，経済の高度成長と人口の都市集中の渦中Kあって，地方自治体Kおける行政需

要は年ごと K増加し，市民が要望する地域的課題は一層複雑化し，財政Kかぎらず市政

全般に深刻な影響を与えている。このため都市化の進展にもかかわらず，都市機能の不

足および市民福祉の停滞と L、う共通の問題VC.近郊都市は直面している。

また，年々激化する人口増 Kより 10年後の日野市の人口は現在の 2倍以上Kなるこ

とが予想されている。この人口急増を現状のままで放置すれば，乱雑な市街地となり，

効率の悪い，一時しのぎの後追投資を余儀なくされ，市財政を破綻に導き，近代都市と

は名ばかりの手のっけられない過密都市になることが憂慮される。

以上の直面する課題と市の将来問題Kついて正面からこれに取り組む体制と，実効あ

る計画の策定，その実施が今日ほど望まれる時はな L、。

ここ K 日野市は基本的総合計画を策定し，市民の理解と協力Kより土地利用 Kおける

創意工夫をはかり，地域開発を推進して，直面する諸問題をはじめ将来の社会，経済的

諸問題に対して市民福祉の向上，市勢の発展と能率化をはかると共K今後の基本的施策

の道標とするものである。

第 2節計画の性格

市政とは.今日市民にとって最も切実な問題をとりあげその解決をはかると同時VC.

よりよき明日を求め，つねK前進を続けるべきものである。そのため本計画はこうした

市政上のあらゆる課題を正しく認識し適正な位置づけを行なおうとするものであり，そ

の策定については市民の生活感情と地域の事情K通じた市職員がまずあたり，これをよ

りよいものにするため，市民の創意・識見を十分とり入れ課題解決への方向を明らか托

した。したがって，この計画は ，単K将来の日野市の姿をうっすビジョンではなくて，

そこにいたるまでの手引きとも L、うべき行政の指針である。

その意味で本計画は市予算K総合性と計画性をもたらし，効率的な予算の編成と執行

をうながすものである。また人口推計をはじめ計量的なものは，さき K日野市が発表し

た「日野市の推移と現況 -1967-Jvcよ仁将来を予測したものであるが，現実の

与件の変動Kよっては適宜，修正 ，調整を加え，弾力的K対処するようにこころがけた。

重要なのは計画そのものではなく ，これ をL、かK実施するかであり，本計画はその指

針となるものである。

なお，本計画の実施はこれを親計画とし，市民要望をさら K具体的K織りこんだ，短

期実施計画Kより行なうが，その推進Kあたっては国・都の計画，隣接する市町の計画

を十分陀与慮し，各種事業の実現をはかるものとする。

この計画は，現行d了域を対象とし，昭和 43年を基準年次 ，昭和 52年を目標年次と

する。

1 
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第 3節 市域・地勢

1 位置・面積

本市は東経 139度 21 分--139度 26分，北緯 35度 38分--35度 41分の位置に

あり，東京都政区域の西南部で都心部より 40Kmの地に位し， r図ー 1Jのように北は

多摩川を隔て昭島市，国立市，立川市，府中市に，西は八王子市，南は多摩丘陵を墳と

し，八王子市，多摩町に相接している。

面積は 27.l1Km2で，東西 7.59Km2南北 5.85 KmVCおよび三角形をなしている。

2 士也 努

沖積土からなる平担地が聞けているほか，西北部は洪積土による台地が形成され，南

部には多摩丘陵があり，武蔵野の風景を一望のうちにおさめることができる。

市内のほぼ中央を貫流する浅川と北側を西から東へ流れる多摩川は市の東南端で合流

している。

図-1 本市 の位 置

埼 玉 県

北多摩郡
都 区 内

川崎市

神奈川 県

N 



k 
図 -2 地勢図

川市|

縮 尺 30.000 
ι思守
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第 1章基本構想



第 1章

第 1節めざす都市像

基本構 木目
I~皆、

本市は，都下随一の穀倉地帯として知られ，長い間純2村であったが，将来の発展を

策して昭和 10年頃を契機に機械工業の誘致をはかり，その後人口も増加し，次第に

工業立地の傾向を示すようになった。そして戦後の圏内経済の復興につれ，大小合わせ

約 70社の工場が設立されるなど，工業都市としての保相が一段と強められた。

これに対し，昭和 30年頃より多摩平団地をはじめとする集団住宅地の造成が次々 iニ

行なわれ，人口は飛躍的に増加した。

昭和 33年には，七生村と合併.し，ついで昭和 38年市制が施行され，都下 12番目，

全国で 559番目の「市」として「日野市Jが誕生したものである。

この間，本市は首都圏整備法による市街地開発地域の指定を受け，工業都市への方向

づけが決定されたかにみえたが，昭和 4 0年，この指定は修正され，本市は近郊整備地

域として東京都の住宅地域として，位置づけられた。

このように本市は首都近郊としての影響をつよくうけ，立地構怨、をはじめ，めざすべ

き都市像もそのときどきに応じ大きくゆれ動いてきたのである。

今日，大都市への人口集中に起因する人口増の波は，本市の産業構造をはじめ生活織

式のいくつかに大きな転換をせまりつつあり，旧来の主たる産業である設業は縮小を余

儀なくされている。また，今後，工業立地を推進するには地価の高騰，労働力，交通等

幾多の問題が生じている。そのためこれからは東京都の住宅地としての道をたどらざる

をえない状況にある。

こうした，住居地域化への傾向が時代の要請であるとするならば，これをいかに規制し，

いかに導入して調和のとれた近代的な住宅都・市へと脱皮するかが，今後の木市における

都市経営の方針でなければならない。

とのような観点、から本市が目標とする日野市の盗を次のとおりかかげる。

「住みよい都市 一 日野」

日野市は快適な居住環境をほとる住宅都市となる。そして地域産業の発展，市民立識

の高揚によりさらに次元の高い都市へと成長を続ける。

区画整理事業等は市民運動により推進され，街路網は整然とし，公共用地は確保され

過密化による弊害は市民自らの手により排除される。そして計画的な投資により環境衛

生施設は整備され，下水道事業も進行し，市民の台所は常に清潔に保たれ，健康な市民

住所が約束される。

このように必要な都市機能が次々と整尚されF 近代都市にふさわしい都市域.境が次第に

充実するなかで市民は一口を快適にかっ-活動的にすごす。そしてその疲れは近くの公凪l

等，みどりの濃いなかでいやされる。また，丘陵の緑，多摩川，戊川等恵まれたIi然の

5 
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景観はより積極的に保護され，長い歴史にはぐくまれた風土が温存される。

これらは近代的な諸施設と調和を保ちつつ新しい日野市に潤いと安らぎをもたらし，

市民の憩いの場として欠かせない存在となる。

地域産業は都市的な近代経営として保護育成され，市民生活との直結融和を基礎に一

層繁栄しすーピスの充実，生産の向上がはかられる。そして地域経済は潤い，さらに市

民の利便へと還元されていく。市民はこのような環境にあって健全な家庭管理を行なう

とともに余暇時間等を活用し，生活を楽しみ，明日への勤労意欲を培う。そして児童生

徒は，施設・内容ともに向上のいちじるしい児童福祉，教育により守られ，育てられ，

成長する。

一方，市内にくまなく設置された集会施設では日夜目的を同じくする者，親しい者同

志が学び合い，語り合い，地域福祉は充実し，都市的文化は広く市民に享受される。さ

らにスポーツ活動等を通じ市民の相互理解，協調楕神，郷土愛は深められ，市民連帯の

意識として結実高揚し，積極的に自らの生活をたかめようとする姿勢が養われる。

この結果，より緊密な人間関係が織りなされ， さらに豊かな内容のある市民生活が確

立されていく。

「住みよい都市一一一 日野 J，それは日野市に住み，日野市に働くすべての人々の願

いであり，その実現へのかけ橋ともいうべき本計画は，こうした人々の市を愛する心，

積極的に市政に参加する熱意によってのみ達成される。

したがって新しい日野市建設のエネノレギーは，市民自らにあり，市民のたえざる努力

こそ，明日の日野市を築くものである。
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第 2節人口の推 計

表-1 人口の推移

(各年次とも 12月末日現在)

昭和 33年，七生村と旧日野町が合併した当時，

約 3万人にすぎなかった人口が昭和 42年 12月

には 7万9千余人(表-1 )と約 2.67 倍の急増

ぶりをみせている。これは東京へと集中する人口

がもはや区部からあふれ，あたかも波のごとく日

野市まで押し寄せてきたことを示すものである。

年次 人 口 指 数

今後この人口増の波はますます強くなり，農地

はもちろん丘陵まで逐次開発され(表-2) ，日

野市の人口は急激に膨張するものと予想される。

表 - 2 人口推計

同 32

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

4 1 

42 

29，745 1 0 0.0 

3 2，998 1 1 0.9 

39，044 1 3 1.2 

4 4，096 1 4 8.2 

47，817 1 6 0.8 

5 1，58 7 1 7 3.4 

5 6，59 7 1 9 0.3 

6 1，7 0 6 207.4 

69，226 2 3 2.7 

7 5，5 9 2 254.1 

7 9，67 4 2 6 7.8 

(各年次とも 12月末推計)

年 次 推計人口 推計世帯 北部地区 南部地区 備 考

昭和 43 8 6，2 5 7 2 8，75 2 64，72 7人 2 1，5 3 0人 基準年次

47 131，088 43‘696 8 5，7 5 9 4 5，3 2 9 

52 1 92，3 5 7 6 4，1 1 9 1 1 4，1 1 9 7 7，8 5 1 目標年次

しかしながらこう した社会増人口は国，都の政策，地価， 受入条件等に左右される率

が高く，その正確な予想、は容易でない。

条件によっては予想を裏切り，それにみたない場合もある。しかし適正な人口計画の

ないところに適切な都市づくりはありえない。

今，ここに日野市の過去 10年間の人口惟移，現況，日野市をとりまく諸条件等を十

二分に分折計量し，目標年次における人口を上記のとおり推計した(図ー 3)。

しかしながら計画の基槌となる対象人口としては約 20万人を想定するものとする。
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(北部地区合計)

42年. 60，000人

47年 85，700人

52年. 114.500人

図 -3推計人口分布図

凡 例

全地区合計

42年 75，600人

4ーヶ 1--，100人

52年 192，400人

(…1月 1日現在寸
47.52年は 12月31日未

縫 針人口である。
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第ろ節 計画の課題と施策の概要

この計画目標を達成するためには幾多の課題がある。これを「地域開発の推進JI生

活環境の整備J I産業振興JI教育文化ならびに市民生活の向上」の項にまとめ，それ

ぞれ課題の解決をはかるための基本的な考え万を明らかにし，計間的な施策を講ずるも

のである。

1 地域開発の推進

地域潤発の究極的目標は市民福祉の向上にあるが，従来地域開発と言えば産業開発重

点主義施策が行なわれてきたo

しかし，現在のように人口の都市集中化という社会現象からみると， まず土地利用を

考えた上での社会開発が行なわれなければならない。特に都心から約 40Krnの位置にあ

る日野市は，気候，風土，交通の便にも恵まれ，近郊農業としての土地利用価値も高く

なり，また住宅地としても丘陵，河川事自然に恵まれた格好の土地であり，したがって

農地の宅地化が激しく，両者の混在する複雑な土地利用となっている。

そこで今後の合児的な土地利用をはかるため新たな都市計画による適正な用途地域を

定め，積極的に区画整理事業を推進するとともに，これを補う手段として良質団地によ

る市街地整備を行なう。

2 生活環境の整備

市貝生活に直結した尿境の整備は，つねに市がその惟進につとめなければならぬもの

であり，広域的な視野に立ってその実現をはかり，市民の住みよい都市づくりが行なわ

れなければならない。

(1) 道路 ・交通

市民の日常生活の上で重要な役割を果している道路は，国道を始め都道，市道と年々

整備されつつあるがまだ十分と 言えない状況にある。さらに，最近における自動車交通

量の増加と大型化は道路本来の機能を低下させている。

したがって，今後の道路盤備計画については，道路機能の効率的な利用は勿論のこと，

市づくりの基躍となることを十分考慮し整備する。また，幹線街路や市民が日常利用す

る逝路については，特に車嗣と歩行者の安全をはかり効率的な整備を行なう。

市内の交通機関については，現在，国鉄中央線と私鉄京王線をもとに国道と都道の一

部を連絡するパスが市民の足として利用されてきたが，今後，市民の利便をはかるため

道路の整備とあわせて市内循環ノミス路線等の整備を行なう。

市内における踏切近の整備は，交通の円滑化と交通安全上包を要する問題であり，立

体交差をはかるなど市民の安全と道路の効果的な利用をはかつてゆく。

(2) 用排水路

市内の用排本路は1:1¥在，宅地1m発により雑排水路と化し，水質汚濁による被害が各所

で中じている。このためぬ業用水としては機械場/，Kによる地下水利用を促進し，また災

害のおそれ等のある何所に!則しては改修および補修を行ない，下水道施工に伴い整血統

合し水路を整備する。

11 



12 

(3) 上下水道・清掃

上水道は現在，給水人口 4万6千余人で普及率は約 54%である。

今後の計i開としては第 2次拡張計画等により市内全域敷設を目標として努力する。ま

た，水源については地下水を主とするが，将来の不足水量については，一部東京都によ

る分水でこれを補う。

また下水道の普及は近代都市づくりの基礎的な問題であるが，現在，本市では多摩平

地域にのみ敷設されている状態であり，農業用水汚濁等の問題もあるので，今後早期救

設をはからなければならない。

清掃については，下水道の普及と関連し，将来目標としては下水道の整備であるが，

当面，施設の拡充と汚物の集収業務の合理化をはかり，市民の日常生活に支障のないよ

うにつとめる。

(4) 公園緑地

急激な宅地化により自然美が失われつつある今日，公園緑地は市民の憩いの場として

積極的に権保整備されなければならない。

現在，区画整理地域内においては，それぞれ地域に応じた公園緑地を設けているが，

今後もできるかぎり保存するよう努力する。

なお，児童遊;ぷi地，スポーツ公園等の建設についても強力に推進し，うるおいある市

民生活が常めるよう記慮する。

5 産業 振興

産業の振興にあたっては，産業構造の高度化， 水準の向上を基本とし，特に中小企業，

農業をとりまく諸条件の整備を積極的に推進し，生産性をたかめ，産業の均衡ある発展

につとめなければならない。

(1) 農業

耕地および，農業就業者の減少，農業意欲の低下，土地価格の高騰さらに公害等都市

化の進行に伴い，農業振興をはばむ条件は一層きびしく， こうした傾向のなかで今後都

市近郊農業としてその成立をはかり，生産性を高め所得水準をあげるには，生産基盤を

整備し，専業化をめざす自立志向農家の育成を積極的に行なう必要がある。

このため野菜，某働，花舟等をとりいれた都市的経営形態の曜立をはかり，各種農業

施設を整備し，効率的な農業機械の導入を推進し，労力の不足を補い協業化を促進しな

ければならない。さらに，労働時聞の適正化をはかるなど経営の近代化をすすめ農業意

欲の向上をはかり，また農業団体についてはその組織活動の充実を促進し，とれを通じ

後継者の育成をめざすとともに任意補償制度を擁立するなど補償制度の拡充につとめる

ものとする。

当市は市域の 40%が農地であり，営農存続希望者が 200戸 Kおよぶ現状をみき

わめ，都市行政は農政との調制:D_tに柔軟な施策をすべく，都市整備，土地説制等の問

題解決には農業者の主体的協力か得られるようその意見は十分尊重しなければならない。

なお，水田作目は依然として，主要な農業形態であるが，都市化とともに，用水は汚染

化の一途にあるので，畑作転換を促し，生産，緑地をかねる「都市と共存する農業」の

確立につとめ，また農業生産物の消費者への直結など，流通機構の整備も推進するもの

とする。

(2) 工業



本市の工業は，従業員 300人未満の中小企業が 86 %を占め，その経世'の安定と発

展は工業振興上の大きな目標となっている。中小企業振興Kあたっては老朽設備が多い

ので，この近代化を促進するため諸融資制度の拡充と活用をうながし.設備.技術の向

上をはかるなど近代的経営管理制度の導入を指導する円さら VL.最近の傾向である労働

力不足K対処するため厚生施設の整備と拡充をはかる一方関係機関との連絡を密Kし，

雇用対策の強化，ならび K労働力の確保と定着のための各企業の労働条件の改善Kつと

める。また，中小企業組織Kついては商工会の発展を期するととも K業種別，業態別組

合の育成強化を積極的Kすすめなければならないハ

(3) 商業・伺光

今後住宅都市としての性格が強くなるにつれ，日常生活に欠かせない商業活動への需

要はますます増大するものと考えられる。最近のデパートやマーケットの進出，庖舗の

改良，拡充はこれら商業振興への第一歩であり，今後は都市計画により適正な商業地の

形成をはかり，立地条件，消費動向等を十分考慮し，市外へ流れる購売力の吸引と商勢

幽の確立のため，各駅前商!苫街は早期に整備を行う。そして防災街区造成事業および共

同百舗の指導を徹底し，商業環境の整備につとめるほか経営の改善等設備の近代化に必

要な資金については貸付制度の利用を指導するなど，従来からの経営体質の改善を行な

い，都市型経営の樹立をはかると同時に，商高連合会，商庖街協同組合等の組織活動を

強化する。また観光については宣伝活動を強化し，ハイキシグコース等の整備を行なう。

4 教育文化・市民生活の向上

市曳の市に対する要望は，市政への関心がたかまるにつれ，ますます複雑化する傾向

にある。これは自らの日常生活を，より績極的にたかめようとする市民の意欲の現われ

であり，なかでも教育文化および社会福祉施策に対する市民の関心はきわめて著しいも

のがある。

このため， r可施策は市行政にあって特に重点的に進められ今日に至っているが，今後

はさらに学校教育や保護施策の強化充実をはかり，市民の期待にこたえるものとする 。

また，次代をになう青少年を中心とした健全な人づくりと地域文化の向上，社会福祉

の増進は，明日の市民社会建設の基礎となるものであり，今日特に重要な施策課題とな

っている。

本市では，これらの課題に対処するため，社会教育行政と社会福祉行政についてその

共通する機能を密接に関連づけ，総合調整を行い，これをうける市民の立場を十分に配

慮し，社会福祉推進本部室を中心として効率的な行政運営をはかるものとする。

(1) 教育文化

① 学校教育

本市の教育行政は，これまで義務教育施設の整備充実を中心として推進されてき

たが，今後もさらに急激な人口増加が続くものと考えられ，ひきつづき施設整備を

主とした施策を講ずるものとし，教育内容の向上についても教峨員の研修を始め，

教材・教具の整備等をはかり，教育水準の向上につとめなければならない。また，

幼児教育の重要性から民間幼稚園の誘致と，公立幼稚園の用 1没を検 l吋し di民要望 K

こすこえる。

なお，高校，大学については，今後進学希望苫がさらに増加するものと予怨され，

施設の誘致について一回努力する。
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② 市民文化

ノギ.活水準の向上にともない，余暇時間の活用等を主とした社会教育活動は一層さ

かんになるものと思われる。特に，市民が自発的に学び，同らの資質向上につとめ

ることは，新しい市民性を確立してゆくうえで欠くことのできないものであり，そ

のための機会，場所を広く市民に提供する。

市民の文化活動への参加は市民社会の大きな特色をなすものであり，公民館，図

書館，地区セシタ 一等諸施設の充実を特に重点的に行ない，郷土の文化的 遺産を積

極的に継車し，地域にねざした市民文化の創造をはかつてゆく。

また， 市民の体位向上をはかるため，各種体育施設を整備拡充し，地域性に応じ

たスポーツの普及をはかり，市民の健康を増進するとともに青少年の健全育成に資

する。

(2) 市民生活

(1) 社会保障・社会福祉

社会福祉の究梅的な目標は，すべての市民が健康で文化的な生活が保障されるこ

とにある 0・しかしながら，最近生活水準が向上しつつある反面，種々の社会福祉問

題が発生し，ますますその必要性がさけばれている。これらの問題の範囲は非常に

広く，その悦決は国や都の施策にまっところが大きい。しかし，市としてはできる

限りの施策を講じ，市民自らの努力と協力のもとに市民福祉の向上をはかる。

特に，保護・援護施策については，市民の福祉向上を目標としている立場から，

生病保護家庭を始め低所得者に対しての生活更生相談等を強化し，自立更生の道を

聞くべく種々の保護施策を講ずる。

また児童，老人，母子，心身障害者等各福祉施策については，援護・指導体制を

つくると同時に保育施設等の充実につとめる。

なお，市民福祉については，社会福祉協議会をはじめ各種団体を対象に市民福祉

の向上をはかるため，地区センタ一等，地域施設を活用し，積極的な援助，指導を

行なう。

② 保健・衛生

明るい平和な家庭づくりの基礎ともいうべき市民の健康管理については，結核検

診をはじめ，あらゆる予防対策を強化し，保健所の誘致と医療機関の充実をはかり，

市民の健康保持につとめる口また，環境衛生についても施設の拡充と業務の能率化

をはかるとともに，そ族昆虫駆除対策の強化をはじめ地域環境の美化に努め，市民

の協力のもとに環境の浄化を促進する。

なお，都市公害K対しても，今後の重要な問題としてその排除K努める。

③ 治安・防災

従来，治安対策として防犯灯の設置に力を入れてきたが，これからは警備体制の

強化と駐在所，派出所の増設を要請し，地域住民と密着した治安体制の確立をはか

る。

防災対策については，被害を最少般にくいとめるため，国および都と連絡を密に

し，防災活動体制を確立する。また，消防力についても都区内との格差を解消し，

市民の生命，財産を守るため現有消防力を「消防力基準」に適合するよう積極的な

努力をはらい，消火活動の万全を胡する。

④ 通信・ガス

蝉 '1更・屯話については国の施策により行なわれるものであるが，本市の現状はい



まだ不十分な状況にあり，早急に都区内との格差を是正し，日常生活に支障のない

よう関係当局に要請する。

また ，都市ガスについても道路の整備状況等に応じ，順次全市普及を推進する。

15 
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第 4節 計画の推進

本計画の実施にあたっては，前途に多くの困難が予想される。しかしながら市民福祉

の増進は市民の願いであり，また市のたえざる努力目標である。そのため策定された本

計画の達成はいわば本市に課せられた使命である。今後との計画にもとずき市行政を推

進するにあたり，次の諸点を考慮し，全市民の問題としてこれを認識し，きらに創意工

夫をかさね，市と市民が一体となり計画の実現につとめるものとする。

1 市民の協力

計画実場については，市当局のみの力ではその達成がむずかしく，市民の絶大なる協

力が必要とされる。この計画の根底となっている土地利用の適正化および市街地整備は

土地所有者の協力なしでは実行困難であり，またこれをおいて住みよい都市の実現はあ

りえず，市民の積極的な協力が期待される。

本計画は人口増に対処するためつくられたものであり，その目標とするところは市民

の利便と福祉の向上にあり， I住みよい都市」実現のため市民ひとりひとりが自らの手

でこれを建設するという市民運動により計画の推進をはかりたい。

2 進行管 理体 制の 強化

計画の具体的な推進は，財政のうらづけにより各部門ごとに短期の実施計画をたてこ

れにより行なうが，事業の執行にあたっては，緊急、度，先行性，財政状況を十分考慮し

たうえで，適正，公平かつ計画的に組織をあげて効率的運営を行なうよう配慮する。

また実績の効果測定を行い，計画と実施状況およびその効果をつねに把握するととも

に，与件の変動に対してはこれに対応した計画変更をすみやかに行なうなど，あくまで

も実効性の確保につとめたい。

5 国・都に対する要望

この計画を推進してゆくうえで，今後莫大な公共投資が必要であり，財政上またその

他の施策についても国，都の援助にまつものが多い。そのため特に次の点を強く要望す

る。

(1) 財政制度上，国庫支出金制度の複雑化が目立っている。これは現行法における行

財政の責任区分が不明確であり，かつ補助基準が実情にそぐわない等に起因している。

したがって今後は実情にあった基準単価，補助率の引き上げや補助対象の拡大，また早

期交付を要請し，特に義務教育施設，都市基盤整備等に対する対象範曲，算定基準等の

改善により地方財政の超過負担を解消するよう要望する。

(2) 今後，多くの各虐公共胞設建設事業を計画的に推進するには，起債に依存する比

重は増大するものと予怨される。このため地方債の増舗と許可制度の緩和，地域の特妹

性に応じた公共用地取得のための先行投資の優先的許可等，積極的な理解と援助を矧待

したい。
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第 2章基本計画

第 1節地域開発の推進

土地利用計画

(1) 現況と/lU組点

本市C行政医域は 2.7 1 1 h aであるが，このうち多摩川，浅川!而河川敷が全体の約

1 2.9% VL当る 34 9 ha を占 め，隣町i が fJ~. 362ha を 占 めているつ

この地目別 k地利川JQ況は ，昭和 33年 rI !J!f'IsJと七生村の介併吋11与陣内iでは ，主地約

1 0 9も，炭林地約 56 9ら，公共川 llbそのflb約:14 ~らであったものが ， H~{E では'む地帯'') 2 

o 9ら.民林地が04 5 % ，公共川地そのイII~ 約 3 5 9らと吃れぞれ推移した。

IIpち，過去 10年Il¥JVL~t地はが'J 2 似の mJJn をみた。とれは IIi州133 年を '1以 J~J として 11

本住吉公凶多)辛干凶地をはじめとする市街化が泊先化し， E2林地て手の r七地 'liL;汀]が激増し

たためである。

住宅地の現況は「凶ー 4J VL示すとおり巾央線京王線科駅周辺および同辺 20 i}線 K

t0って発展してきたが，段近では地日fi，fG騰の ため， 各駅から述陥ーの地域および浅川市部

の丘陵地lて急附しているコ

|商業地 区 もこれら住吉地のIJ目先と{}f:1 jし， 各凶池附近VL]ff )JJiしている。また， て業地

区は，浅川の北側J也区K 占められ，大島~岐工業J咋が北内部台地 Kが0163ha ， _1七w:部 1疋

は中小工場m約 73 h aがある。

農耕地は概ね多摩川，浅川沿いVL/1<.川があ り， 阿部，北部台地は畑地 Kよって，'iめら

れ，年毎K仁左I由化が進んでい る。

この人 rI ?削支は， 1及川南部地区が約 14 人/ha ，浅川北部地 I~が約 5 0ん/haである。

今後政林地のち地化はますます進むものと忠われるが， とく K浅川市部J由民陀おいて

はすでK決定している日本住宅公凶 (f，~ï 刈附凶地造成およ ひその他の凶地造成托よる'七

地化が行なわれようとしてい る。

以上の土地利川の状出からはJ欠のようなnuWAI，Jょが乍げられる。

① 宅地の スプロ ール化及び公共施設で字

土地利用の l汁岨がないため，随所K 院Íl.むな(/，'Ij人住'むまたは小 IL'と凶地の~J~えがね

なわれる結*スプローノレ現象を l止すると)1.， VL， ;itHX，公 I~I 匂公人胞$:.&'びノ1<.bJ札地

l剖地等公共的胞設が整備されず， {上'む地，_[染地，政耕地のμ{[VLよる公'，'j:が光州

してい る。

@ 工場虎/1<.VLよる水域の汚染

工場地域が点 {Fし， ょぬJ1t/1<.が各地域のU212川/1<.b1XVL)j女流されているため，水域

の汚染が甚だしい。

ω )IJ途地域の IJj検;汁

都市化 VL {fい IUN 世 r，~J:. 1内定地域の配l也あるいは _[刷公 '， 'j:VC 対する工業地域の険

17 
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討が問題となる。

@ 用途地域制fl!VCよる住帰地域の宅地々区

現在違反沌築は社会的な問題となっている。これは地価高騰Kより住宅地の取得

困難が原酒の一つであり，法の遵守と共K現行空地々区vcvcついて再検討する必要

がある。

① 緑地の保全

浅川南部丘陵地帯は相次ぐ宅地造成Kよって緑が失なわれてきたが今後もなお続

くことが 予惣されるので，緑地保全について配慮する必要がある。

(2) 計画

前述の現況と問題点から今後の土地利用Kついての基本計画は次のとおりとする。

① 用途地域の再検討

本市の現状から工場公芹等を防止するため，準工業地域を一部縮小し，幹線道路

を境界とするよう忙する。また，市民生活の利便をはかるため一部商業地域を拡大

し，盟国駅前，日野駅前及び高幡駅前を中心的商居筒とし，局地的商業地域を適正

K配置するよう検討する(図ー 5を参照)。

② 立地の調整

住宅地はなるべく土地高燥で，健康忙適する位置忙なるよう Kつとめ，農地忙つ

いては，一定規模の農耕地が確保されるならば，できるだけ集約し新しい都市計画

法でいう市街化調整区域として，残るよう調整し，今後都市化の過程において効率

的K営農できるように指導したL、。

③ 宅地造成K伴う公共施設等の整備

宅地造成者K対しては指導監督し，道路，公園，下水等の公共施設及び教育，保

育，福祉等の公益的施設の整備をはかる。

④ 良好なる環境と緑地の保全

良好なる環境を保護するため，緑地の保全については積極的K努力し，特K浅川

南部丘陵地帯は一部緑地保全地区K指定されているが，これを新しい都市計画法に

基づき，市街化調盤区域として指定し，その他は住居地域であるので，今後の宅地

造成K当フては十分な指導のもと K緑地保全につとめる。

① 空地々12.と建築基準

新しい都市計画法による市街化区域，市街化調整区域の指定をまって，実十!?にあ

った空地々:z_の変更を考えたし、。また，良好な市街化を阻害している違反建築Kつ

いては，近々予定されている法改正をまって，市自ら佳築確認事務を行えるよう研

究した L、。

2 市街地整備

(1) 市街地開発

本市は首都圏整備法K基づき昭和 34年K市街地開発地域K指定され，工業都市とし

て開発が進められてきたがp その後昭和 40年同法の改正Kよる近郊整備地帯として指

定替えされ，巨つまた盛んなる住宅化のため，住宅都市としての性格を帯びるよう Kな

ってきた。人口急増の波K対処するため積極的な開発が望まれていることは既述のとお

りである。

国の施策と布一卜まって市独臼の立場から適正な人口の収存を目途 VC，住宅都市として，



土地利用 1汁画vc)_J;づき次のよう vcdI甘J地を1m党するものとする。

市11J1也の岐幹をなすものは道路であるから， 諸種の日的Kそうよう道路網を確立 し，

住'七地，成地を幣備し， 1白山街地区を適正K配し，公凶，緑地，上下水辺等を整備し，

控然たる市街地の形成Kつとめる。

市街地開発の手段としては主として|羊|町快備Kよる。しかしながら住℃化と|三画作.周

とに時1I'iJ足ーが予似されるのでその補助手段と して， 優良なる℃地 jß成企業苫による IJ~J 党

を併行して行なうと共K股業者が臼発的K組合を結成し I l正l阿佐出を実施できるよう指

導育成Kつとめる。

目標年次までの|丞画整用事業Kついては，それぞれの地区の特性を分別し， ltH 佳作以

の理解と協力陀より下表のとおり実施したい( I凶ー 6J参照)。

表 8 区阿整理事業実施予定

順位 地区名 同 も5 施行年次 摘 要

1 、F 山 L口J、 1 3 3 ha 昭和 38--44年 実施中

2 神 明上 137 41 - 46 実施中

3 内ツ谷下 1 5 41 .-ー 46 実施中

4 万 願 寺 2 5 7 44 -..... 49 

5 内 幡 6 8 46--51 

6 イ中 泊 6 1 47--51 

7 1h1tL t 田 南 1 6 1 47--52 

8 新 反 下 7 7 52--

19 



J 図 -4 土地利用現況図

fL 1列
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用途地域計画図
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(2) 町界町名および地番の整理

① 現況と課題

市内の大字，地番の構成が被雑・不明確であるため，市民の日常生活および行政

事務にあたえている支障は多大なものがある。これ忙加えて，通称町名を住居の表

示として用いる市民も多く，種々の混乱が生じているので，今後の市域の情勢を配

慮しつつ早急Kこれを解決しなければならな L、。

②計画

(イ) 整理方法

整理方法としては，住居表示法，町界町名整理，地昏整理の 3つの方式があげ

られるが，本市のごとく道路網の整備がおくれ，市街地と農地が混在し宅地造成

のさかんなところでは建物 K番号をつけていく住居表示方式の採用は困難である。

したがって，地方自治法第 260条 Kもとづく町界町名の変更を，地番整理事業

と併せ実施し，飛地や大字界や不明確さを解消するととも vr，現在の 4桁 K及ぶ

地番区域を整理する。

(ロ) 期間・区域等

事業実施 i割聞は昭和 43年から昭和 47年までの 5カ年とし，全市域を対象と

する( 図-7 参照)。ただし，現在土地区画整理事業を施行し，また近く事

業決定をする区域は今回の計画から除外し，事業完成後周辺の情勢を配慮し，新

たK町界町名地番の整理を行なう。また多摩平団地は周囲の実施時Kおいて調整

を行なう。

なお，事業の実施にあたっては地元市民の意見調整，調査 PR等，慎重な配慮

し7こし、。

27 



J 図 -7町界 町 名 地 番 整 理

事業年度別実施計画図

29 
I ((l 

l
 

l
 

l
 



第 2節生活環境の整備

交通

(1) 道路

①現況

付) Il~ 道

新柄より立川を経て八王チ，甲府;て通ずる同道第 20 号線があり，立川，都内

方面への唯一の道路であるため自動車による交通が渋滞している。

(ロ)部道

本市内における都道は(表ー 4 ) VL示すとおり 9路線である。

友-4，都道一覧友

路 線 名

都市計画街路 1，3， 3 

(施工済)

都道第 169 号線

都市計画街路 1，3， 2 

(施工済)

都道第 15 5 号線

都道第 17 3 号線

都道第 154号線

都道第 137 号線

都道第 159 号線

主要地方道第 38号線

経 路

位問駅北口一一日野台一一八王子市石川町

日野駅一一東光与一一八王チ市石川町

多摩平東端一一八王 子市高倉町

白木 一一平11橋一一盟国駅西端一一大和田

高幡一一市平一一平山一一長沼一一北野

日野橋一一万願寺一一新井一一程久保一一由木

上清
日野市下宿一一 l白幡橋一一三沢一一搭;11一一多摩町

川崎

l削番橋一一上田一一堀之内一一位凹

日野市百草一一多摩町一一八王子市北野町

これらの道路は本 drVLおける幹線道路で，市内の連絡および隣接 l官町へ;@ずる役

割lをはたしてい るが，いずれも幅員が狭小であり，かつ，IUI折も 多 くその大半が

改良を要する状態であるコ

村市道

市辺は相当数の路線があるが恥i員が狭小であり ，路端軟剥，山折多 く交.@VL支

障をきたしており改良を要する状態Kある。

ちなみ忙改良|剥係をみると(点-5 )のとおりである。

また，路面整備Kついては舗装がかなり進んでいるがし、ずれも簡易l古川装であり，

老朽化のため破仰が甚だし L、。
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友- 5 幅員別市道改良状況調

実延長

m 

305.734 

32 

(昭和 42年)

幅 貝 53U 

改 良 済 未 改 良

計 m m m m m 計 m m 
10以上 7.5以上 6.5以上 5.5以上 4.5以上 3.5以上 3.5未満

m πh m m m m m m m 

38，902 4ρ82 1，506 5，215 1 8，4 01 9，698 266，832 25β28 241，004 

この友でみると改良済は僅か 12% 強陀すぎなし、。また，改良済と言っても幅

員 5.5m 以下が殆んどであり，今日の交通事情からは未改良と言ってもよい状

況にある。

(ニ) 都市計画路線

本市Kは 21路線が昭和 36年K都市計画決定されているがー十分とは言えな

L、。

なお，その実施状況をみると多摩平地内及び平山台区画整理地区内は既に施

行されているが，その他は未施行である。

体) ハイ斗ングコース

浅川南部丘陵地帯Kは高幡不動から平山城祉公園 K至るハイ斗ングコースが

あり，八王子市野猿峠K通じている。公道と私道が半ばし，幅員 2 m内外の樹

聞を行く自然道は，都民K散策の場として親しまれてきたが，近時宅地造成K

より，その一部が住宅地内道路にきりかえられて野趣が失われ，今後もその傾

向が続くものと思われる。

以上の現況から主として次のような問題点があげられる。

②問題点

a 道路幅員の拡|幅，曲折の改良，路端の補強

b 舗装の新設及び改良

c 道路の改廃または新設

d 国道の拡幅または/'イパスのノ随行

e 都市計画街路の再検討及び主幹道路の増設計画

f 都市計画街路の施行

g ハイ今ングコースの維持および整備

包)整備計画

付)凶 道

現存の第 20号凶道 I(ま12.画整理Kより拡幅整備し，将来国道となるべき都市

計画街路 1，3，1 の施行を急ぐ。

(ロ)都道

現在都道の大半は都市計画街路と重複しているので，現存都道の改良は都市

計画作J路の施行Kより，また，その他の都道については部分的改良を要訪して



ゆく。

川 崎市計画街路及び主幹道路

a. 計岡路線

「凶-8 Jのよう K平山， 三沢p 縞川， Dwの各地|乏に都市計|同街路を附設

し，さら K浅川|判部地区VL， 主幹道路を 5路線， 1及川北，\~fJ:lH 1三VL， 6内総を"1
の単独計l町時線として新 1没したい。

b. 施行

これらの道路の幣備i，;t1三|珂幣見事業及び tì't独す1・ ~Iてより早期実施をはかるが，

目標年次まで忙は次のとおり施行したい。

都市計画苛時 1，3，1・・・・・-…多摩川から牧田まではlえ|尚!?空思Kより， 平山地 1)(-

(浅川まで)は巾独 'H業として同K要請したい。

都市計阿街路 2，2，9・・ a ・・・・・都市計阿街路 2，2，11 との交... 'í~ 点(東光 、lF薬師堂)

と都市計画街路 2，1，4 との交正点(緑ケ丘角)と

の区 11¥1を施行したL、。

都市計画街時 2，2，8・・・・・・・・平山地 l丞(平山台 l三画控.f!I!境より， 都市計画街路

1， 3， 1，まで)を市巾独 rJi~ として施行した L 、。

都市計画街路 2，1，2・・・・・・・・都市計画街路 2，2，3 の交左点より，豊旧駅南円偲t

前広場を含む)までを rlJのけi生U!Jc業として施行し

ァ、こL、。

都市計画街路 2，2，10・・・・・・多摩川より悶迫 20けまでは単独 'Ji業(神明 '=-1え

画整理地!孟外排水位予定路線のため)として施行

し，国道より高幡橋まではl孟l向性即Kより施行し

アこL、。

(ニ) 現存市道の整備

現存市道はHiJj己の如く，その(まとんどが改良を必要とするが，これを一挙K解

決することは困難なので，区画整理事業Kより整備したい，しかし区画整理は時

間を要するので，現状を放任できないもの Kついては必要度K応じて拡幅，改良

或は新設等整備してゆき.特K目標年次までKは滝合橋述絡道路及びノζ ス路線と

して. I官道補助 12号線を改良した L、。

今日では， ).江 ~rr ~lIì 装は道路の常識的~件とされている↑!?勢から，末舗装分K対

しては辿かに舗装するようにつとめた L、。なお，， j主的化し，似似のよ主だしい既設

簡易舗装は漸次中級舗装にしたし、。

(ホ) ハイ斗ングコース

浅川両市丘陵地帯縦crするハイ斗ングコー スの一部私道は市道として受入れ，

遊歩道として整備し，治近の緑林は抑)]保存するよう Kつとめる。

(2) 橋梁

ω 現況と i課 題

道路整備と切り離すことのできない長大橋梁は現住多摩川 Yてついては多摩川大柿

(中央山i速道路)， IJ野柄 (1司追弔 20サ線)の 2楠のみで，後 r，-については交通

量の別大Kより， ，Tn年l止の ノドJli_が交iulの渋滞をきたしている a

浅川についてはド流より新井桶(附辺加 154リ線)， ':.0 幡柿(州5~口m 137り似)， 

一番柿(rlr辺補助節目沿線)，、|乙山橋(自15道知 155り似)の 4，lf，u と J>~ 化~I没'1 1 の

沌合橋(市辺MIi1l)J ~日 1 3 り線)があり，浅川 l村市と北部地|えの辿納と， また，隣持
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市町へ通ずる幹線道路である。これらは都道および市道K架かる橋梁であるが現症

の交iulhlはあまり多くはなし、。し かし，今後 市街化が進むにつれて交通 IIIが駒大 し，

拡削または斤1 1没が必要ーとなろう。このほか，川 J./<. .ij!~ ま たは小水路忙 ノk 久柿，木造あ

わせて 129のj怖があり，いずれも羽小で交通K支障をきたしている。

②整備計画i

(イ)基本計画

多摩川，浅川 K架かる橋梁については，都市計画街路陀合わせてj整備する。

市内小水路K架かるもの忙ついては， 市街地整備に伴って整備する。

(ロ) 11標年次K対する計画

多摩川系においては次の 2柿を施行したL、o

a. 都市計阿街路 1，3;1 路線橋紫

本柿は将来「司道となる都市計画向路 1，3，1 vcある国施行の橋梁で早期J実施を

関係J:joJi vc安明する 3

b. 都市計l両1lj~布 2 ， 2 ， 10 路線楠梁

~ ，kffi は立川駅南円と日野 l↑j F IBJを結ぶ部市計画街路 2，2，10 vcある都 施行の

怖う誌で F3野楠が交通麻庫にある現状なので， 早期架設を要唱する。

浅川系 陀つい ては次の一橋を施行 したい。

新)1ニ，壬JlJl ttt!. l三と I寸草，終川1Jtt. 1三を車15ぶ橋裂を新設 したし、。また rp内小水路

|則係においては， 市街地整備K{'I':なっ て幣備 して ゆくが必要K応じ て改修 して

ゆく。

(3) 踏 切迫

① 現況と課題

本市を定る中央線及び京王線陀は (友 一 6 )に 示すとおり 44 カ所の踏切がある

が，いずれも狭小で無人踏切が多く，立体交差および整理統合並びに施設の整備が

望ま れる現状である。

表 -6 踏切一覧兵 (中央線)

区 間 踏切名 道 路名 幅 員 交品規制 交通量 記 事

m 

第2甲州街道 補助 6号線 5.6 無 多 日野駅ホ ーム両側噛切

日野~豊田 期ノ内 豊田 96号綿 7.0 11 少 吹上区画自陣里地域内

駅間
':H. )11 豊田 93号鰻 1.8 11 多 豊田地内

世 回 世旧 28号線 1.8 (4臼i師|民通仏 0・原7付J七訪れ) 梢多 世田駅東側

八王子街道 都道 155号線 5.5 無 多 豊田駅阿側

平山第 2 七生 1ω号線 1.9 11 少 八ヱ子白動卓教習所西側

世田~八王チ市
平山相 3 七生99号線 1.8 11 11 平山地内農道帝人下

行政界問
平山大町 補助 12号線 2.9 11 平山地内世田団地附近11 

平山中込 補功 13号線 2.7 11 11 平山地内経団|司地附近
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(京王線 )

区 間 踏切名 道路名 幅員 交通規制 交通量 記 事

多摩町行政界 聖跡桜ク宜 7号 補助 17号線 2.6 無 少 多摩町行政界附近

~百草駅間 11 8号 11 3.2 11 11 都営千草苑:~付近

百 草 園 1号 畔道 2.7 11 精多 百草駅隣接踏切

11 3号 畔 道 1.4 車鰻輔耕通車行輔止を除 く) 少 落川地内，段道

11 4号 平田 4号線 1.7 無 11 三沢地内農道

11 5号 三沢，河内線 1.7 11 11 ん'

11 6号 谷戸下2号線 1.6 (農車輔耕通車輔行止を除く )
11 11 

百草~高幡不動

11 7号 窪田 4号線 1.5 11 11 11 

駅 間
11 8号 新井 1号融 2.1 無 11 11 

11 10号 11 1.7 11 11 11 

11 11号 不動中 1号線 1.8 (農車輔耕通車輔行止を除く)
11 高唱地内農道

11 12号 都道 154号線 6.9 無 多 警市幡計不動画街駅東路側え2(.1新1井橋)

高幡不動 2弓 川 辺 2号綜 2.0 (農車輔耕通車輔行止を除く ) 少 高1曙地内

11 3号 川 辺 1号線 2.5 無 11 11 

11 4号 水神 1号線 3.2 11 11 11 

11 5号 者向蓋 137号糠 8.0 11 多 都高市幡計橋附画近街路 2，2，2

11 6号 台山 線 2.6 (農車輔耕通車行輔止を除く) 少 南平地内農道

高幡不動 11 7号 山根 2号練 2.5 無 11 11 

~南平 11 8号 11 1.8 11 11 11 

駅 間 11 9号 寺の下4号纏 2.2 (農車輔耕通車行輔止を除 く)
11 11 

11 11号 寺む下6号糠 2.1 無 11 11 

11 13 }予 新田堀線 1.6 11 11 11 

11 15号 補助 18号線 6.0 11 梢多 都七生市計中学画街附近路 2，2，5

11 16号 田中裏4号線 3.4 11 少 南平駅東側踏切

南 平 1~ま 七生 56号線 3.9 無 少 南平駅西側踏切

11 2号 七生 61号綜 1.6 11 11 南平地内農道

11 3号 七生 62号綿 1.5 11 11 11 

11 5号 七生 65号糠 1.5 11 11 11 

南平~
11 7号 都道 155号線 3.8 11 多 平都山市計橋附画近街路 2，2，6

平山城社公園 11 8号 七生 69号線 2.2 11 少 平山地内農道

駅間
11 9号 七生 70号糠 1.7 11 H 11 

11 10号 七生 73号線 1.8 11 11 11 

11 11号 七生 72号線 2.0 11 11 11 

平は劇止公置駅~ 平 山 l号 補助 13号線 3.5 無 相多 平山合橋駅取西側付踏道切，
滝 路

八王子市行政界間
11 2号 七生 90号練 2.0 11 少 平山地内
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②計画

(イ) 中央線関係

都市計画街路 2.2. 8， 2. 1. 3， 2.2. 6， 1. 3. 2 ， 2. 2. 4， 2. 2. 1， 2. 2. 1 1は，すべ

てを立体交足とし，その他の踏切は，前記都市街路の立体化及びl丞画推理と併行

して逐次控理統合する。

(ロ) 京王線関係

百草園 1号踏切は百草園駅ホーム西側にあって，悩口約 3mであり，交:il五世多

く早急K拡幅陀努めたL、。

高幡不動 5号踏切(都道 137号線，都市計画街路 2.2.2)，百草園 12号踏切儲s

道第 154 号線，都市計画街時 2.2.11 ) ，高幡 15号踏切(市道補助第 18 ~J 線，

都市計画街路 2.2.5)，南平 7号踏切(都道 155号線，都市計画街路 2.2.6)，の 4

踏切は，都市計画街路の施行K伴って改良を行なう。

平山 1号踏切は滝合橋往設ととも K立体交差Kする。

他の 30カ所の踏切Kついては将来京王線の輸送力用加K伴¥，"事故防止のた

め整理統合托つとめたL、。

(4) ノくス路線

①現況

現在，市内のバス路線は，都常-"ス Kよる凪道 20 号路線と京王帝都による 9路

線がある。しかし， これらのパス路線は必ずしも系統が適正であるとは汗えない。

また国道 20号路線のほかは運転回数も少な L、。

浅川有部地区と盟国多摩平方面の連絡が忠く， とく K大和田，東光寺方面Kはノミ

ス路線がな L、。

以上の状況であり，市民生活上きわめて不便をきたしている。

②計画

計画としては，目標年次までに市内術関ノくス路線の実現をはかるとともに(内術

環と外循環の 2路線(図-9 )参照)，市民の利便を考慮し，路線の連絡系統を検

討し， I剥係方面K要請する。

現有路線Kついても連絡系統を績討し，市.民の利便Kこたえるため，関係方面に

要請する。

(5) 交通安全

①現況

昭和 41年東京都内の交通 '拝故発生件数は， 7 4.5 7 8件で，死者 794 人，重傷

者 7.86 2、人，軽傷者 60，0 3 6人を数え，これを前年K比較すると，死傷省は共

K増加し，その.tn)XI唱は，死省 0.7%， I怪傷者 18.8 %となっている。

これ・をは野!警察腎竹内Kついてみると， 事故発生件数 592件，死名-は 18人， 重

傷者 85人，純白省 394人といずれも昭和 40年を上まわり，特Vて死 1号は，昭和

4 0 年の 8 人 K 対し大幅 VL~ 加をみている。

なお，本rUVLおける rJi~I&:状況は(兵一 7 ) vc示すとおうである。
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友- 7 市 内交通事故件数点

汁 qL件 数 死 亡 重 傷 軽 傷 物 件

3 7 ( 5 84) 9 34 215 188 
403 

38 
( 6 48 ) 

3 
480 

45 237 216 

3 9 
( 6 84) 
497 

8 36 25 1 240 

40 
( 6 83) 3 
469 

5 5 272 2 18 

41 
( 5 92) 7 
363 

49 27 1 1 10 

)内は多摩町，稲城町をふくむ。

② 交過安全計画

市内の交通量は，逐年激増する傾向陀あり，道路の整備とともK歩行者，特K通

学児竜の'定全確保はいまや深刻な問題となり，今後 Kおいてもこの傾向がますます

強まるものである。

これK対処するため，道路標識，ガードレーノレ，街路灯，特K学童対策として通

学路の指定，歩道楠，信号機のi設置等，市施行分はもとより関係機関と連絡を密忙

して，交通安全の強化，道路環境の整備と交通安全思想の普及向上をはかり，なお

交通事故により災台をうけた者の救済のため，交通傷害保険制度を設ける。

(6) 鉄道

① 現 況

日野市内 Kは， I司鉄中央線と以王線がλi三フている。

中央線Kは， s野と盟 IIIの 2駅がある。乗降客は昭和 42年現在 1日約 6万 5千

人であ.るが，年々増加の一途をたどっているコ両駅ともプフットホーム，駅舎，駅

前など狭小のため出維をきわめているので，国鉄では第 3次拡張計画Kもとづいて

改造中である。

京王線陀は 5つの駅があるが， r{石市首不動駅を除いては，いずれも駅前広場はない

K等しく，駅の施l没も貧弱でp 平11，城祉公凶駅にいたっては自動卓の進入もできな

し、。

乗降客は.fJ~伝ではあまり多くはないが，宅地造成K よって急用することは明らか

である a したがって，駅胞設の拡悩や，駅前広場及び道路の整備が望まれている。

京 E線 Kは支線として，高幡不動から多摩動物公園までの動物公園線があり，観

光客月として新宿より多摩動物公園まで運行されている。



②計掴

中央線忙ついては， 日野，盟国両駅とも国鉄箔 3次拡張計画Kより改善が行なわ

れているが，今後-1Mの愉送力的強とスピードアップ及び日野駅西口 IJ日設など民話

してゆきた L、。

駅前広場 Kついては，日野駅は神明上区画整理Kよりシ豊田駅南口は単独事業K

より整備すること忙なっているので， 早期K完成できるよう忙努ノ〕した L、。

京王線忙ついては，駅の改善，駅前広場の整備，輸送力の増強，また急行停唱の

問題等，住民の要望実現のため，関係方面K要請してゆきたい。

2 用排水路および小水路

(1) 現 況

市内Kは，浅川，程久保.111，谷地川の河川法適用河川と，河川法の適用きれない 14 

の主幹用水路のほか，数多くの用排水路および小水路がある。

これらの用排点路は，水田用水路であるが，雨水排除Kも利用され，かつ，近時，

工業，商業の進展と宅地化 Kよる用大した廃水の排水路となっている。

このため水質は極度 K低下し，水田耕作不能はもとより，環境衛生上好ましくない

状態になっている。

一方， また，雨水排除Kついては，水路狭小のため市内各所 VL，投水の被7子が発生

している。

(2) 計画

①管理

m排水路の管理及び使用権の規則は，普通地方公共団体の行なう事務と，地方門

治法第 2 条第 3 工J~ VL組定されているだけであり，河川法や道路法のよう K特別法が

ないため，J1j排水路および小水路の管理者Kついては明確を欠いている。

これは全問的なものであって，国もこの問題をとりあげており，都も条例制定を

計画しているので，市もこれ陀準じて管理制度を確立したい。

②整備

市街地整備及び下水道の施行忙ともなって整理統合し，なお伐目する水路は整備

する。またそれまでの処置としては，必要 K応じて改修，補修を行なってゆく。

5 上・水道

(1) 現況

本市の水道は明和 33年創設計画を樹て，昭和 35年の大阪上第一浄水場からの給

水 K始まり，その後，多摩平団地の建設K伴 L、，同団地周辺が住宅地として急激な発

展をした。

これ K対処するため，昭和 35年K第一次拡張事業の認 lすを得，昭和 38年K完成

した。これにより，従米のrI然流下万式K加えて， ポンプJE送ノワェにが採川され，大|坂

上， 11野什J也l辻氏*iiJ.kがされた。続いて昭和 38年 2)]， IJ.4:住'七公卜11多摩 ;'JとJ.k.iむを

買収し，さらに ~，~ ITI ，而l幡.川辺岐11之内，ヒ 1[1守;木給水区域を合め，昭和 39年より
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間拘143年までの 5ヶイド計岡 Kよる，第 2期拡張事業計画iをし， IliJ 'Ji..tを実胞中で

あったが， [1丹如 42年 Kμ本:{i: '七公団 K よる行革，刈申i昨日.l[~l の ffi ，没がきまり，川地区

周辺のftrt)la IA JEを予想し，浅川市部のよ認 IIJll!!.域を;守める第 2J引拡張'H:tiの変更;汁

画を樹て，昭和 43年 2月 8 LJ 付認 ~IJ を件て，現在進行 rjl であり，これが完成される

とp 給水i込域を"E市域のが080% 忙なるが，なお，f~ る木給水 i三域についても，地下

水の枯かつ等により，水道の市 1没の必要 Kせばまれているので，全 In域給水を ff!.J明!'l:

実現しなければならな L、。

長 8 上水道拡張計岡

計 画 月u 計画給水区域 給水計画人口
計画一日最大

計画目標 工 期 イ席
給水位

考

第二次拡張計画
北部地区の大部分

64.000人 24.320ms 昭和 45年 昭和 39，_43年度 認可済
南部地区の一部介

第二次拡張変更計画
南部低地区

37.800人 14.364ms 昭和 50年 昭和 42，_46年度 認可申請中
百草，高幡台団地

計 101.800人 38.684m8 

(2) 計画

水道の将来計画 Kついては，既設の水道施設および現在計l両中の施設はすべてその

まま活用し，将米日野市人口が 20万人 K達した際の不起分K対する対策を計|町した

ものである。

もちろん， この計画に要する費用は，相可高市ivc達するものと思われるので. 出米

得る!浪り既設設備を使用して.給水"するものとし，増強の必要 K迫られた際 K逐次実

施するものとする。したがって，配水管Kついても，既設竹を利 j日し，不足を生ずる

Kしたがい，都市計画街路などに配水本管を新没し，既設竹と接続すること Kより充

足することとする。ただし，南部 l高地 ~vc は，既設都道のほか都市計画街路が少ない

ので，市辺を整備して配水本管を敷設するものとする。

①給水区域

給水l三域は母i{E，第 1浄水場系，第 3tJ十;j(場系の 21三域であるが，将米給水人口

の増加 K伴って p 給水の円滑を凶る七め地勢の状出:てより，給水区域は逐次下記の

4 1辻K分かれるものと思われる u

1 ) 北部内地!羊

2 ) ~ヒ剖i 低地 I~

3 ) 南部低地区

4) I布市山地区

②配水系統

配水系統は，現在第 1浄水場系，第 3浄水場系の 2系統であるが，将来，人口用忙



K伴い配水の円滑をはかるととも K配水の安定性を高めるため，配水系統を将来怪l

:.... 1 0 Jのとおりとする 3

1) 北部高帥区

第 1 浄水場系

第 2 浄水場系

第 3 浄水場系

2) 北部低地区

第 1浄水場第 1系

第 2浄水場第 2系

3 )南部低地区

第 4 浄水場低地系

4) 南部高地区

第 4浄水場高地系

③ 北部高地区の給水

白地し主は，現在第 1.第 3浄水場の 2系統をもって給水しているが，計画最大人

口K達した際の高帥区，低地区の内訳は下表のよう K推計されるa

表-9 北部地区の給水人口と給水量

地区別 人 口 給 水 入 口 1日最大給水量

北部高地区 5 5，000 人 49，500 人 1 8，810 m8 

北部低地区 61，000 人 54，900 人 20，862 m8 

計 116ρ00 人 104，400 人 39β72 m8 

上表のごとく北部高地区の 1日最大給水量は 18，810 m8 である。現在の第 1，第

3浄水場の現有能力は 17，360 m8 でほぼ近い水量であるので，多少の補強Kより給

水可能とみて，人口の増加に伴って， この地区の給水は逐次第 1!第 2. 第 3浄水

場系にきりかえるものとする。ポンプ施設，配水施設，水源施設等は人口増 Kつれ

て情強するものとする。

④ 北部低地区の給水

低地l孟の給水は，第 1浄水場と平山台土地区画整理事業地区K新設する計画の第

2浄水場の施設により給水するものとしたし、。水源 Kついては(表-9 )のよう K

l白約 20，000mS を要することとなるが，不足;!<.{I上Kついて K後記の方法をもって

補強した L、。

③ 南部低地区の給水

3112次拡張変更計|出は主として. I首都低地l丞と南部副地 l込K関するもので，その

内訳は下点のとおりである。
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k. 1 0 引 2次拡張変更計岡概要

地 ~ 別 給本人口 1日最大付水対 ;.K. 面{ 浄水場

f首 問i 低 地 区 2 5.0 0 0 人 9，500 mS 深井μ4井

|判ー部，Uj.r由民のうち，
1[X ;.K. I止 第 4浄水場

行革， ，1'6 I幡公凶団地
12βo J 人 4，864 mS 

6，800 mYU 

計 37，800人 14，364 mS 

人口 が 20万人K達した際の南部低却J[R，南部，(1)地区の内 ;沢は下氏のように推，H

され る。

表-11 南部低地区 ，而地区内訳

地 ~ 別 肺区人口 給水 人 口 1日最大給水fit

南部低地区 3 0，0 0 0人 2 7，0 0 0人 1 0，2 6 0 mS 

南部高地 l孟 5 4，0 0 0人 4 8，6 0 0人 1 8，4 6 8 m8 

8 4，0 0 0人 7 5，6 0 0人 2 8，7 2 8 m8 

南部地区の必要水量が上長のよう VL28，728 mS となった場合，その手起点祉は

2 1，928 m8 となる。 このよ也l込における不足水量Kついても後記の方法をもって補

給したい。

(台 南部高地区の給 水

南部高地 区は， (表 ー 11 ) のご とく48，600人の給水 Kっき計画する。水源，

浄水場Kついては，南部低地 区と |口j嫌の万法とする。

① 各系統 の連絡

前記の 「配水系統」で、述べた各系統はそれぞれ管木Kおいて相互に連絡し，平

案は:連絡弁の調整Kより 各系統の水圧調埜K利用しz 一系統 K事，Jtx:がおきたとき

は，他系統よ り応急給水するものとする。

(⑤ 水源 Yてついて

深井戸水源 Kついては，現在の揚水量を持続 Fるものとして算定した。将米，

水 位の低下並びK給水人口の増加 Kより生ずる不足Jk+止については都分;.K.VLより

補給するo

なお， 目下計画中(第 2期拡張変更 )の都分J.K.'可能I.K.J註は 1IJ 32，3 30 mS (500mm 

管布設 )であり， これをさら K上まわる分水が必要な場介は，部の第 2次 l汁画陀

よる計画変更の認可を うけることを考悲し， どうしても-f"J能な場介は~草地 ( 沈
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川を中心として)を選定して，深井)i J.K. V;S{の斤l投 K努力する。

(i3) 1人 1日以大給水 li上

I人 1I J l，，J:大給水 l止な ， 先進者I ~市の例 K より 380 tとした=

⑪ てー業川 /k

現在 74社が，工業JTJ水として深井戸水源Kより自家給水を行なっているが，こ.

の使用水祉は， 1円47，300 m であり ，昭和 50年Kは これが 1日53.000 m VL達

するものと推定されるつ

今後地下水位が低下することは明らかであるが，各社とも採慌て手を考慮し.現在

のまま深井戸水源への依存を続ける態勢Kある。将来，不足/.K.f止がセじた場介は，

上水道事業とあわー吃て部分水の計画変J疋Kよって給水するものとする。

4 下水道

我々の文化生活 Kとって下水道は穴くことのできない問題で，11.:C立に実施きれなけ

ればならな 1，、。下水道は従来行政区域を単位として考えられてきたが，財政，!tT jちに

より生ずる技術的問題或いは処理場建設位置など，今後は広域下水道または流域的下

水道を考えるべきであろう。下水 の排水万式は合流式とし，状況Kより分流式を採用

すべきであろう 。

(1) 排水の現況と問題点

①現況

本市においては，排水区域約 138h aの雨水排除を円的とした平山台区間整理地

l三の都市下水路が現在施行中であるが，公共下水道としては，排水区域約 130ha

の多摩平水道 (全市街地 l商杭約 910ha VL対し 14% )がある Kすぎな L、。したが

って多摩平下水氾広域外の汚水排除は吸込式 または道路の側消を通じて月]水路K放

流されている。

このためよ質公古の先生或いは環境衛生上各種の昨:与をもたらしているので2 早

急 K下水道の実施が望まれる。

②問題点

付) 水質汚濁の問題

近時河川 の水質汚濁がはげ しく，r珂の JA大問題となっていて，1司陀おいては水

質K関し法律規制陀より水質汚濁をふせ ご うとしている。

多摩川，浅川忙ついては，公共水域の探全K関する法flt~'Cもとづき，指定水域

K 指定(昭和 41年 3) J 企画庁告示釦 1 号)され，水質J，~ ~主がにめられたo

(友 一12参H日)

ぷ 1 2 J.K. 'J1 )，~準点

Tト〈三
B.O.D. 8.S. 

pH 1::111日平均 IJ問、v-均 適 IfJのは

昭和 41 11三3Jj5UVCおいて既K
別kflt示

設目されまたは!斑K役立が予定さ 5.8- 8.6 
20 ppm 

70 P 以p:n下
れている公共トー水辺 以ド する 11

i円相 41千T:.::¥)J 5 IJ以俺比おい て 20ppm 70ppm IIf~ ，ft14 1年
新たに，stu'IIされる公共 FJ.K.ll 5.8- 8.6 

以ド 以下 3 )-J 5日
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このような水質恭準 K対し，それを受け入れる体制を整えなければならな L、。

(ロ) 道路との!YJ係

下水管用地と道路用地を別{同 Kすることは土地利用の固から非効率的であるの

で，例外を除いては概ね近路K埋設される。

本市 Kおいては，下水辺地品triJ能な都 dT計画街路は木施行分が多く，下水辺早

期施行のため!モは.排水系統 K合致した道路の建設が必要である。

判 し尿処理との関係

し尿処理の合理的・正統的な方法は，水洗便所による下水道であることは，論

をまたないところである。

本市Kおいては，多摩平を除いて直接し尿処理を行なっている。

したがって，下水道施行Kあたっては， し尿処理場との関係が生じてくる。

(2) 整備計画

① 計 画 IL域

建設省は，今後流域下水道という方向K進むべきであると指導しているが，本市

忙おいても流域下水道とすべきであろう。

これKよると，本市は次の 2つの区域となる。

付) 日野，八王子区域

(ロ) 多摩町，稲城町区域

(イ)の日野，八王f区域は，浅川，谷地川の流域で，日野(百草，落川の一部を除

く)と八王子市石川町の一部である。本区域の下水道は日野市が主体であるから，

日野公共下水道として実施すること忙なろう。

多摩平下水道は，日野公共下水道K切換えるものとする 3

(ロ)の多摩町，稲城町区域は，大栗川流域で，多摩町，稲城lllJ，旧白木村の全l忌域，

町田市の一部及び日野市百草，落川の一部(約 200ha) である。(図ー 11参照)

この地域の下水道は， 目下計画中の多摩ニュータウンの流域下水道と合同で施行

すべく計画が進められている。

② 排除方式

合流式とする。

③ 排水区域及び排水系統

本市の地形から，次の 3つの排水区が考えられる。

付) 多摩川系 Kかかる排水区(多摩川排水区)

(ロ) 浅川左作排水区

判 浅川右岸排水区

排水系統は，本市の地形 Kよって遮集式が適当と思われる。

④ 途中吐き口

|降雨 K対処するため，途中吐き口を設け，多摩川及び浅川 K分水放流する。(図

ー 11参照)。

① 幹線及び校線

幹線は，浅川北部地区 Kついては既定計画 Kもとづいて，多摩川右岸及び浅川左

作沿いKそれぞれ 1本を配置し，浅川市部地l五については，浅川右岸沿いに 1本を

配置する。なお・枝線Kついては.J山形その他たより効率的に配すC
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公 長 下 水道計画図
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都 市 下 水路関係図
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B市下水路関係図
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⑤ 終末処JTJI均及びポンプ場

処出場(立はほ， !也狩上から多摩川と浅川の合流点付近とし，日ー性汚泥法等Kよる

liI級'lL1JIlJとする。

浅川 {i作NF;J<.IS. vてついては，処理場の対岸付近Kポンプを設け，処理場 Kポンプ

Jf送する口

⑦ 目標年次における計岡

公共下水道は目標年次Kおける人 r12 0 万人K対し，汚水処昭人口を 8万人とし，

このうちg 多摩子及びn己処理Kよる[辺地が約 4万人みこまれるので，残り 4万人

に対する公共 Fノjく道を次のよう K実施した L、。

計画汚水 i止は， 1口1人 380& (1I与II¥JM大 1人 570&) とし， 降雨祉は頻度 5--

1 0 年 ， 流出係数ば 40 ~ 50%とする。処理場は現在のし尿処理場 K隣接する位

置とし，処即能ノJは 4万人分の施 1没とし，下水符については，昭和 44年から 49 

年K予定されている万願守区間整理 JJ~ 業 K より，同地区の下水管を整備し . なお ，

別K施行する神明上土地区|咽竺理事業による都市下よ路を公共下水路 Vてきりかえる

ため，仲山 LRI同樫理JIHI三内の主併を一本，単独事業として施行した L、。

都市下水路は ，現 K施行中である平山台土地区間盤理地区の都市下水路を予定通

り完成し ，祈l明上土地区画整理地区の部市下水路を施行したし、。(図 112一参 ) 

5 清 掃

m掃事業は， 日々排出される汚物をすみやか(1[，衛生的 K収集処分し，生活環境を

清潔 K し， 市民生活の向上をはかることを日的としているコ

近年， 者15rU化にともない汚物の質及び lIIが変化している。 したがって r これに伴う

収集形態や処分方式の改善が必要となっている・9

(1) 現況と課題

① し 尿 処 理

し尿処j唱の最終目標は，公共下水道の完備 Kあるが，その甲.J~J 実現は容易でなく，

それまでの処埋をいかK衛生的，効本!Y')(1[行なうかがill_ii[な課題である。

収集巡搬業務は，tr'JM法で定められているように， 市町村の浅務であるが，経済

性等 Kより ，公共的な公社体命!j(l[よる組織 K委託することが考えられる。

収集中は，バキューム卓で， 卓削 KはJJ5e央装 it'i'.をJtZり付け，定日収集を原日IJκす

るなどのflU姐がある a

一方， rJt化梢より生ずる汚物の処血は，資絡を有する業再-へのrfl二"J方式を!反り人

れなけれがならな L、。

処理β 法は，現在，力H温式げj化方法で，終末処理場Kおいて処却されているが，

人口地 Kより今後，処理施設の刷 1没を行な""'，約 12 万人分を対等ととした胞設とし

なければならなし、。

①ごみ処.DJJ

ごみの排出足はその地域の生活水散をあらわすとゴわれ.都 r!J化する今日，今後

さら K排 11¥ ~ J:は増大し.ごみ質も変化するものと予怨され，この処珂は，し尿処.fI~

同様大きないIJ組である。 収集運搬業務は，し以と同僚K 委託ノ'J)~が与えられ，その

内容も改善しなければならない。

また.公共下水道完備地域より排 11\されるゴミ処JL~ VLついては，ディスポーザー

(粉砕処理機)の検Mも必要となる。
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(2) 事業 ，tl' I函

① し尿処.flH関係

収集は， 委託とし，脱!込装間イナバキュ ームJliVCより行なう。

定日比:x.j.Rをf5H.WJとして 20 lJ - 2 5 U UU隔で全 Ili耐を計画的K巡!日|させる。

また，交 IJt'}~伯などを巧 j直し ， 作業能率の低下をふせぐため， 桔極的な )5策を講

ずる J

また.*11金徴収も委l花とするつ一方.汀干化押II与1T1}/1二:IIも法人組織団体等 VC，rf I iJす

る J:j針とする。

処理与法 Kついては，施設規模を 14 1 kt/IJ の消化万式とし，口曜作業等も考

慮し， 1日分のU?留槽を投けるととも VC，機械化をはか り， 環境整備を行なう。今

後の増設 Kついては， できるだけさけ， 1期辿施設の改良を行ない，その効率化をは

かる口施設運営のうち，維持管理および監督指導は市職員があたり ， 111接の作業は

委託で行なう。

増設工事は， 4 3年度において完成をはかる。

さらに浄化梢汚泥処理d:2 7 kt/白の施設を主として稼働させ，効率的な述常を

は;かる 2

表-13 し尿処用施設計画

》(jヨ 式 規模 処理能力 人口推計 収集人口 イ庸 考

2ηd kl 人 人 多摩平下水道処理場Kよる処理

現有施設 消化槽 81 80β00 55.000 及び団地のコミュニティフラン

54 ト浄化槽処理によるものがある。

60 
若干の施設不足Kついては，改

4 2~ 43 

(増 t没)
消化槽 60 

修，消化促進剤等により補う 。

141 200ρ00 120.000 

表-14 増設計画の年度別財源内訳

五;ミミ総事業費 国庫支出金 都 文出金 起 債 一般財源 f満 考

42 31.000干円 7.000干円 9.000干円 12.000千円 3.000千円 見込額K
よる

4 3 78.850 19.500 21.000 20.000 18.o 50 

言十 109目850 26.500 30.000 32，000 2 1.350 



また， コミュニティプラン ト(小規政し尿処理施設 )は， 500戸以上の団地 K

ついては，施行業者への義務づけを考慮し， 1 0 .)戸以上.......5 0 0戸未満の場合K

は設置するよ う積極的 K指導するつまた，維持管理については，公共下水道の完備

するまで設置者K管理きせる。

なお， 公共下水道の完了後は速か K接続させ，市の下水道終末処理場 Kて処理す

る方針である口

② ごみ処理関係

収集万法は，能率的 K処理するため， ポリバケツよりダストボックス vcl順次きり

かえ，現在と同様，週 3回の定日収集とし，危険物も同様のダストボックスを設置

する。

また， 高層アパ ート 群については， ダストシュ ート とダス トボックスを併用し，

その収集はし尿と同様に委託 とし， 市は清掃指導員 Kよる指導監督体制を確立する。

また， 収集内容の改善と しては， 最近における交通量の増加に対処するため，早

朝あるいは夜間収集を実施する等， 収集時間の調整をはかり ，能率的な作業を行な

処分方法は，主体となる可燃物を全量機械炉 Kて 24時間稼働 Kより処分するコ

なお， 不燃物類 Kついては，今後，不用電化製品等，スクラップ類の増大が予想

されるが， 質源の再活用をできるだけはか に さら K残るものについては焼却灰とと

とも K埋立処分とする。

以上によ り， 下表のよう Kごみ焼却施設の建設計聞を立てるとともに，用地を確

保し，埋立処理を行なう。

表-15 ごみ処理施設建設計画

エ(¥ 排出量
方 式 規模 稼働時間 処理能力 人口推計

(可燃物)
備 考

固定炉
固定炉は 43年度当初

15 8 に取りこわしを終った。
現 有 施 設 30 80，000 40 排出量が処理能力を上

半機械炉 30 8 廻る分につ1，、ては埋立

処理を11-っている

43....... 44 50 
半機械炉の能力は約%

機 械 炉 10 
K減ずるものとみる。

増 設 40 機械炉で 2時間の延長
第一期工事 70 1 1 0，000 70 作業Kより補う。

46-47 60 機械炉 2基で夫々 4時

機 械 炉 40 12 
聞の延長作業Kより処

増 設 120 155，000 120 
理する。

第二期工事

120 

51-52 
16 

(2交代制) 160 200，000 160 
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6 公園緑地

(1) 現況

本市には， 2 5カ所の公園と 4カ所の緑地が都市計画決定されているが，その大半

は未だ施設がほどこされておらず，その位置面積とも必ずしも適正とは言えないので，

再検討の必要がある。

(2) 計画

① 都市計画決定公園緑地

位置面積K対して再検討してゆきたL、。

② 施設の整備

公園としての単独事業及び区画整理事業K より整備する。団地造成者には公園緑

地を整備するよう指導してゆく。

③ 児童遊園地

区画聖理，団地造成その他Kより，できるだけ確保するように努める。

(3) 目標年次 K おける計画

計画公園緑地の整備は，区画整理事業または団地造成によるものとし，必要を生じ

た場合は単独施行を行なう J

多摩平などの既設施設K対しては一層整備してゆく勺

児童遊園地についても同様整備してゆきたL、。



、

第 5節産業の振興

1 概況と振興目標

本市産業の中核は，いうまでもなく第二次産業である工業および第一次産業の農業であ

り，その隆盛ととも K木市は発展してきた。旺盛な生産活動は地域を潤すと同時K市経済

Kおよぼすところが大きく，また農業，工業の発展ととも K近時，商業の発展も漸次みら

れる Kいたった。しかし，現在農業においては都市的発展Kよる農業生産環境ある いは基

盤の変化によりその成長は伸びなやみ，また工業Kおいても 50人未満の従業員 Kよる企

業が 66 lfoを占め，構造的な惰弱きが目立つと同時 K企業基盤の整備が大きな課題となっ

ている。市内産業の概況は次のとおりである。

表 -16 市内産業調べ (昭和40年)

区 分 経営 数 就業人口 構成比 粗生産額 構成比

件 人 % 百万円
05 領農 業 1，000 1，208 6 416 

工 業 151(77) 18，157 86 (4) 75β82 94B 

(871) 

商 業 704 1，608 8 3，793 4.7 

計 1，851 20，973 100 79β91 100 

注.......( )内は建設業

産業振興の目標は市民生活を豊かな快適なものKすること忙ある。市の もつ地理的，

歴史的な諸条件を基盤忙広域的な視野にたって，市の置かれている位置のもと Kその使

命忙応じた諸機能の整備充実をはかり，近代的産業を開発して行かなければならなし、。

(1) 農 業

農業Kついて見ると 粗生産額の全産業K占める割合はきわめて低いが，面積的には農

地，山林で市域の約 45 9らを占めており，今後の都市開発に あた りその計画的利用Kよ

り農業の成立を可能ならしめるよう考えるべきである 。農業就業者が次第に減少し兼業

農家が漸増している傾向のなかにあって，専業化を目ざす円立志向農家の企業化を促進

しなければならなし、。従って股業の企業化，生産性の向上，農地の流通，経常改善 ，設

備投資等強力な指導と援助を推進する必要がある。

(2) 工業

本市工業は，屯気，機械，化学等による内陸的な工業が発達し，堅調な伸展を示して

いるが，従業員 30 0人未満の中小企 竺が 86%を占めこれらの従業員一人あたりの生

産額Kおいては大企業の二分のーもしくは三分の一程度である。

大企業K戸ける料常は順調な発展を続けるものと思われるが，特:陀雇用促進K対する

適正な媛Jl)]V'Cよりさらにその娠興をはかる 必要がある。

中小企業Kついては ，企業構造のうえからも安定性を欠くので常K緋常改善と企業合

.f!IUI~ ，な らびに資金の融行 ，あつ旋 ，鹿用促進等Kっき広汎な折導育成をはからなけれ
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ばならない。

表-17規模別工場数.従業者数.生産額調べ (昭和 40年)

---------
工 場 数 従業 者 数 生 産 額 従り業生者 1人当

産額

総 数 74社 17，286人 7 5，6 8 2 

実数 比率 実数 比率 実数 比率

5 干土 % 12 人 1% 百万7円 l 9b 千円

3人以下 583 

会~ 9 15 20 98 1 127 1 1，295 

10--- 19 14 19 186 1 405 1 2.177 

20--- 29 7 9 160 1 361 1 2，256 

30---49 8 11 281 2 452 1 1.608 

50--- 99 8 11 553 3 943 1 1.705 

100---199 6 8 783 5 1，394 2 1.780 

200---299 1 1 X X 

300---499 4 5 1，532 9 6ユ45 8 4，011 

500--999 2 8 X X 

1，000人以上 4 6 12，206 71 61，790 82 5，062 

注 .....xは不詳

(3) 商業

三多摩の都市再開発Kよりその流通機構も変化し商業活動の拡充が予測されるが，現

在 Kおける市商業はかなりたちおくれいるものと考えられる。一事業所あたり売上高を

みても都区内平均の 6，0 7 4万円 K比して 538万円と約一割相当の売上Kすぎな L、。

周辺K大都市をひかえまた都市の形態が国道治い K発展し，中心的商業街がないこと等

その原因は種々考えられる。

商業振興Kあたっては交通網の整備，急激な人口の増加と生活水準の向上Kよる購売

力の増大で商業活動も著しく伸展を示すものと思われるので，周辺都市K対抗すべき商

業立地の条件を都市計画と調和をとりつふ整備し，消費者購売力の市外流出を阻止し経

営の合理化をはかるための指導と援助をすふめるものとする。

2 農業

(1) 将来と指針

本市農業は，区画整理事業Kともなう工場団地の開発，住宅地の造成等 Kより，都市

的発展の圧迫をうけ，後退をよぎなくされ逐年農家数，経営規模ともに減少している。

この傾向は今後も続くものと予想きれるが，一方Kは農業への有利性もあり，その成立

を可械ならしめているむきもある。高地価，高賃金K対応した高度の経営技術Kより高

収益をおさめている事例がある。都市近郊農業として，旺盛な営農意欲と資本の充実，

高度の技術開発，消費動向Kあわせた選択的作目の導入によりその成立を可能ならしめ

収益性の高い企業農家を育成することが重要な課題である。

. 
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表- 18 農家戸数および農家人口の推移

~之 世 帯 人 口

昭和 37年 11.986 ↑廿帯
人

48，256 

38 13.080 51，910 

39 14，612 56β80 

40 16518 61.934 

4 1 19:471 69，5 23 

表 -19 農地面積の推移

浮く総 面積

a 
昭和 37年 7 5，2 2 7 

38 7 2，20 1 

39 6 8.8 9 5 

会O 63901 

41 6 1.9 6 3 

①生 産基 盤の 整備

(ィ) 土地利用

内

田

a 
3 8.06 7 

3 7，0 20 

3 5，5 6 1 

3 3，6 5 7 

3 1，8 6 4 

(各年 2月1日現在)

農家戸数 農家人口 lJ.人lt家あたり
の口

戸 人 人
1.081 6515 6，0 

1，065 6.283 5，9 

1，036 6ρ42 5，8 

1，000 5，786 5，8 

974 5β80 5，8 

(各年 2月1日現在)

訳

普通畑 樹園地 桑園

a a a 
300，0 2 2，013 5，145 

28.463 2，079 4.639 

2 6，3 7 6 2，527 4，431 

24，384 2，145 3 7 15 

24，093 2，423 3.583 

宅地化Kよる散発的な農地の蚕食は社会環境の悪化をきたすのみでなく，農地保全

農業水利等K種々の影響をおよぼしきら陀は炭業生産怠欲の減退を誘発し離肢に拍車

をかける結果となる。今後は都市計画と成業との調整を十分はかり，将来残るであろ

う農地を選び農業地域として設定する必要がある。

(ロ) 農業用水

本市の農業用水は多摩川，浅川，秋川，谷地川，程久保川および山間の小水路を水

源とし， 14の用水防及びその他の濯概用水路からなっているが，最近の無秩序な市

街化と工場の進出 Kよりその水質は悪化し農業用水としては適さなくなっている。そ

のため多摩川 より引水する日野用水組合，浅川より引水する平山，日市常，百市，都川，

畳間，上回，新井等各川水組合の組織は年々縮小する傾向Kあり，また耕作面積の減

少から利用度が少くなる反面，用水の維持管理にともなう経費は増嵩している。した

がって今後ますます汚濁される水質ならびに引水の困難，用水i'lの増加等の対策とし

て機械用水Kよる地下利用を積極的K推進する必要がある。

②農業経営の改善

農業振興K最も必要なことは， /;主業K従事するものが進んでたずさわれるような近

代的股業経常への改汗である。したがって所得格差の是正はもちろん労働H与問の滴正

化， 9vrJ人の過程労働の是正，労働報酬の分配の近代化，家計伐の分間lt等をはかり，企

業政家および自立志向民家を育成しなければならなL、。

経営の近代化は農業後継者の育成にもつながり農協1守年部活動あるいは各組股業団

体の活動を通じ次代股業の担い手の育成KつとめなければならなL、。
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(2) 振 興 計 画

① 企業農家および自立志向農家の育成

農業所得で第三次産業就業者と同程度の所得をあげることができる自立経営農家を指

導育成する。このため積極的な集約経常Kより野菜，果樹，花 および畜産をとりいれ

た経営形態とし，立地条件を十分活かしたかたちでこれを推進する。さらに集荷所，農

家の直接販売所等流通設備および農業施設の整備，耕地交換のあっ旋，地区別栽培奨励

作目の指定等を行なう。

② 機械化および協業化の推進

本市農業の機械化は，昭和 34年頃より急速陀すふみ，現在炭機具の普及率は耕転機

が 1.5戸vc1台，農業用自動車は 2.2戸VC1台の割合で保有されている。

表-20 農機具保有状況調べ (昭和 41年 1

電車磯

738 14 

しかし，農業機械Kついては小型機械が多く効率が低く労力の不足を十分補うまでK

いたらず，今後Kおいては労働力の不足を補い生産性の向上をはかり，併せて農業意欲

減退の基因ともなっている兼業農家の遊休農地の完全利用のため地域K応じた効率的機

械を導入する。このために農業協同組升の積極的な協力を求める。

⑧基盤整備の推進

農業生産基盤の整備Kついては，農業用水路の改良改修を推進 L水路の維持管理 Kつ

とめ，開発Kともなう用水の汚染化および水源の確保K対処し機械揚水と施設の充実を

強力Kすふめ水川の集団化をはかる。畑地帯Kついては土地の帯地化が同立ち，土壌病

虫害の発生も多いので土壌消毒の励行と園芸設備としての畑地濯水施設の充実をはかる。

⑥営農改善

(ィ)野菜

生産量.気象条件，需給関係等の影響をうけ何格の変動など甚だしく終常上不安定な

作目であるので見通しを十分検討のうえ拡大生産をはかる。市街地化忙ともない土地の

集約化が要請されるものと考え消費者の噌好Kあわせた高級清浄野菜の生産を促成，抑

制栽培等の作付期を考慮して行なうものとし目標年次までK次のような施設設置推進す

るD

表-21 設 置 計 画

区 介 現況 目標年次 イ庸 考

ビニーノレハウス 5.3月lni 33.00伽f I 現況のなかには 42年末までの完

フアイロンノ、ウス Oni 66.000ni I成分もふくむ。

(ロ)果樹

農業経営規様の減少のなかで，果樹は経営拡大が見込まれるが，労力の不足が予想、き

れる。

したぎって省力化をはかるため無袋栽培の奨励，防除器具の導入と出荷改善を促進す

.. 
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る。また地域観光の IJfj発にあわせて矧光果樹の宣伝につとめるととも K駐車場の技備を

推進する。

十す 花 井

消費量の増大が期待される作目の一つであり鮮度が維持できる種類忙限定し鉢物，切

花類を栽培し花丹団地の形成を推進する。特K先進地の技術導入Kより経営の安定をは

かる。施設計画は下表のとおりである。

表- 22 設 置計凶

区 分 現 況 目標年次 イ府 考

?且 室 660nt 3，.300nt 現況のなかには 42年度末までの

フアイロン温室 825nt 16，500n-t 完成介もふくむ。

(斗畜産

本市の畜産は今後ふん尿処理対策 ，家畜伝染病対策の改善をはかりつふ多頭羽飼育，

協業化等施設の充実措置を講ずる。

⑤農業団体等

(ィ)農業委員会

農業委員会は，地域農民の利益代表機関として法律Kもとずき設置されており活発な

活動を行なっているが，特忙近郊農業の将来計画忙ついては慎重な検討を続けているの

で，市としては積極的な建議を期待するととも K必要な措置を講ずる。

(ロ)農業協同組合

農協が農業近代化，農業振興Kはたす役割は非常 K大き L、。現在市内vc2農協があり

これらの強化のため合併を期待し事業の拡大充実により，農家K対する営農指導の強化

をはかり農家の要望K応えうる信用度の高い組合となるよう推進する。

付業種男Ij組合

経営の改善，品種の改良，技術の向上等農業開発の中止的役割をはたす最も身近な組

織であり，地域農業振興の拠点とも言うべきものである。木組織の強化とこれを通して

後継者の育成，自立志向農家の経営を推進する。

⑪農業災害補償

自然災害K加えて，都市化による人為的な災害の究生陀より各種農作物の被害は年々

増加の傾向忙ある。従って責任共済作目はもちろんのこと作付の大きい果樹等の任意補

償制度を確立する。

る工 業

(1) 将 来と 指針

工業は本市の主要産業であり，大企業は生産額，施設， )~~峡等も比較的大きいがその

数は少なL、。中小企業は大企業をとりまく下請的企業の多いことが特徴である。特:忙零

細企業が多L、。 こうした経済の二重構造，あるいは小規校経常のため金融情勢の影響を

うけやすく，金融の円滑を欠くことが設備の近代化を遅れさせ，生{~J性を低下させる原

因となっている。また，労働条件Kついても大企業忙比して漸次改博されているが，ま

だ多分K改丹の余地を残している。惟移の状況は下衣のとおりである。
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表 - 23 工業の推移調べ

》と 工場数 従 業 者数 製造品出荷額

実数指数 実 数 指 数 実 数 指数

昭和 36年 54宅 100 13，5 7 3人 100 47，5 7 ?円 100 

3 ? 5 6 104 13，7 7 2 101 52，455 110 

38 7 5 139 14，885 110 54，8 97 115 

39 7 2 13 3 1 7，097 126 63，5 7 8 134 

40 74 13 7 1 7，286 127 7 5，6 8 2 159 

41 7 7 143 1 7，3 9 2 128 

今後は園都の中小企業近代化の諸施策Kあわせた設備改善のための資金の融通，技術

革新に対応する技術指導の強化，さら陀中小企業組織の育成をはからなければならなL、。

(2) 計画

① 設備の近代化

中小企業信用保証法Kよる債務保障制度の活用，中小企業近代化法K基づく設備資金

運転資金等融資の充実，小口事業資金の利用等金融の円滑化を通じて設備の改善，近代

化を推進する。

② 技術の向上と近代的経営の管理の導入

工業技術の進歩の著しいなかにあり，中小企業の生産性の低いことは技術的後進性に

よることが少くなL、。したがって事業所内訓練所を開発し，業種の特性K応じた技術の

向上，発展をはかり中小企業診断制度を活用し，経営の合理化Kつとめる。

⑧ 労働力の確保

中小企業の経営問題のなかで，労働力の確保は大きな課題であり，企業の発展 K 伴

い労働力の不足はより一層深刻化すると予想されるので，事業所内職業訓練所Kおいて

は，技術訓練はもとより従業員の一般教養を高め人的能力の開発と定着化をはかり，さ

らK福利厚生の充実のため厚生設備の整備と拡充Kつとめる。また，職業訓練所，公共

職業安定所，市内中学校及び会社，事業所等と緊密な連けいのもと VL.雇用対策連絡協

議会を設置し，労働力の充足のための措置を講ずる。

④ 中小企業組織等の育成

中小企業は低い技術装備のもと忙労働集約生産され，大企噌との生産格差を大きくし，

労働力の確保Kも困難をきたしている。したがって経営の共同化，協業化が必要であり，

業種別，業態別組織の育成，既成組合の強化を積械的にすふめる。

また，商工会の中小企業振興陀はたす伶割の重大性にかんがみ，つねに密接な連けい

を保ちながら，商工会自らの発展を期待するととも K育成の措置を講ずる。

4 商業

(1) 将来と指針

今日，東京は巨大都市化し，その機能はきわめて複雑となり ，総合発展の裏には大気

汚染.騒音等，公害として，種々弊害があらわれてい不。今後Kおいては都心Kある現

ー在の諸機能が分散配置され，一つの「核」中止から「多心型」となり， 三多摩を中心と

串
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して新たな流通闘が形成され，生時，流通， 7i'i 1~ の変化をもたらすものと推測される。

また，最近Kおける消印動I印の変化は，流通，構造変 "1f
tをより早く寝泊し r?'H 業終済

K及ぼす影響も大きいと忠、われる。

本 rlJは，立川 rlJ，八王子市，府 111市等の経済問 Kかこまれているので商業の日立発反は

仲々困難なものがあるが，工業団地の完成，住宅団地の進出 ~rHc よる消沈の別大， J9r件

の向上などを要因K前途は明る L、。

規模別商j百数等は下表のとおりである。

表-24 規模別商庖数，従業者数販売額調べ (昭和 39年度)

JL 商府数 従業者数 1商問、竹り
年 rllJ販売額

実数 比率 実 数 比率 版 1e ニ 官i

総 数 501 10切ら 1，502.人 10切ら 3.793百万円 7.5 7 0千円

1--2人 318 63.4 495 33 996 3，037 

3-- 4 11 7 23.4 389 2 5.9 890 7.607 

5 -- 9 48 9.6 296 19.7 667 13.8 9 5 

10--19 14 2.8 178 11. 9 623 44，500 

20人以上 4 0.8 144 9.5 647 16 1.7 5 0 
一一一一一一一 一一一 一一 ー

(2) 振興計画

商業振興Kあたっては，拡大してゆく市街地の需要K応じ日常品を中心とした庖舗お

よび適正な新商j苫街の建設育成をはかり，新市街地Kふさわしい防災街区造成事業，中

高層庖舗併用住吉等における共同居舗の指導を推進し，同時 K商業臼体Kおける企業化

協業化Kよる経営の合理化を指導し，業種別組合組織の育成強化をはかり，終営の安定

向上K資するものとする。また，労働力不足K対処するため，従業員の福利厚生施設の

充実等をはかる。

①商業環ぽfの 整備

経済活動の能唱化と市民の消費生活の利便をはかるため，商業的な辿築物を集中し，

商居街の美化等整備を行ない，都市計画と調和した成業地域の育成Kつとめる。

特K住宅地を背鼠として発展する駅前，駅周辺の商j苫1J.1vcついては，歩道，歩廊および

駐卓場の整備vc屯点をおき，客の滞留する施設整備をはかり，さらに口物センターの造

成も推進する。

② 設備の近代化

設備の改善を行なし、，魅力陀官む親しみやすい府舗の育成Kつとめ，近代的なデザイ

ンによる楽しい買物の場となるよう指導，推進す る。

③金融の円滑化

資金市要は年々附加し，大企業K比して信用度が低く，経済基盤が弱L、中小企業は景

気の変動，金融政策K影響を受けやすいので，部および|司の資金制度の周知を図ると共

K市における貸付制度の利用を促進する。

④ 経 済 の 体 質 改 善

経済の仲良，消 t~ の向上は7ì'í'i!i動向 K 変化をもたらし，強大な;吊要を生ずることはあ

きらかであるが，名I荷庇の経営内容においては，必ずしもこれK対処しうる態勢ではな
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く，家族的，地縁的つながりをもっ消費者K依存し，改善の意欲にとぼしいむきがある。経営

経営のタイプを農村型から都市型K脱皮せしめるため次の事項の推進につとめる。

(ィ) 経営方針を確立しまた経常者の能力開発をはかる。

(ロ) 生業的性格が強いため自己資本中心であり，保守性が強いが時代の進展に即応し

た転換をはかるo

N 法人組織に改組する。

ド) 庖舗の改造，改善を積極的K推進し近代化をはかる。

⑤商庖街の組織強化

商庖街団体は，いずれも親睦会的，連合会的なものであり，街路灯の建設，歳末，中

元の売り出し，無尽の会，視察旅行などの活動をしているが，今後は積極的な商居街の

環境整備，商庖会運営Kつとめるよう指導し，また未組織商庖の組織化を推進し，きら

K商庖連合会，協同組合等への積極的参加を促進する。

5 観光

(1 )現況の 課題

市の北部K多摩川，中央部Kは浅川が流れ，その南Kは多摩丘陵自然公園があり，広

く都民の観光地として親しまれ，また，昭和 33年K多摩動物公園が開園され，百草園

高幡不動，平山域社公園等一連の観光地として脚光をあびている。

しかし，最近丘陵は住宅化として開発がすふめられ，観光価値がそこなわれ，その保全

忙つとめる必要がある。

(2) 計画

① 観光宣伝活動の強化

市内を国鉄及び私鉄が横断し，観光K大きな役割をはたしており，国鉄，私鉄当局と

密接な連けいのもと K宣伝活動を強化する。

さらに観光協会の充実強化をはかり，ポスター，パンフレツトの配布および観光展覧会

の開催等積梧的な活動を行ない「観光日野」の宜伝紹介忙つとめる。

②施設の整備

自然を求めて散策の場として親しまれている，ハイキングコースの補修，道標の設置

等の整備に努める。また，観光客の利便のため ，宿泊施設を考慮する。

司e
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第 4節 教育文化の振興と市民生活の向上

教育文化

(1) 学校教育

①幼児教育

付) 現況と課題

幼児教育は義務教育就学前Kおける重要な役割を果し，特K義務教育と関連し

た基{礎的な素地を養うものと Lて市民の聞にその必要性が強く認識され， また，

近年社会経済の発展陀ともないますますその傾向は強くなるものと予想される。

本市Kおける幼児教育は数年前までは約 70% が保育所において行なわれてき

たが，最近は幼稚園の就圏率は保育所のそれを しのぐすう勢を示している。

現在では幼稚園が 11園，保育所が 7カ所あり ， 幼児教育は年々拡充され， 幼

児の就園率は 5才児Kおいては 97% の高率を示し. 4才児についても 68% と

なに今後，幼児数の増加について対処しなければならな L、。

表- 25 幼 児教育対象児の現況

~区 --分~年----令¥ 

対 象 児 童

総人口 K対する割合 (<}'o)

表- 26 在 園 児 の研究と就園率

幼稚園

X 5 
施設数 定員

人

公 立 3 560 403 

民 l間 6 820 332 

計 9 1，380 735 

5 才

1， 3 5 5 

1.8 

才

率

31 

25 

56 

対象児に対する就屈|率附 54.2 

4 才

1. 5 0 4 

2. 0 

4 才

人 率

163 16 

401 39 

564 55 

37.5 

注) 各才の率は保育所在園児との構成比である。

(昭和 42年 )

8 才

1，5 7 4 

2. 1 

(昭和 42年 )

3 才

人 率

。 。
39 24 

39 24 

2.5 
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保育所 (明和 42年)

:i: 5 才 4 才 3 才 3 J-木満

施設数 定員
人 率 人 率 ノ人 率 ノ人 率

公 立 4 467 228 17 137 13 83 50 69 77 

民 閲 4 416 351 27 320 32 43 26 11 23 

計 8 883 579 4.1， 457 45 126 76 70 100 

対象児K対する就園率(%) 42.7 3 0.5 7.9 1.7 
ー

注)各才の率は幼稚園在園児との構成比である。

市外民間施設 1カ所を含む。

表 - 27 幼 稚 園 庄 園 児 の 現 況 の 将来

て下毛 昭和 42年現況 月標年次

5才 4才 3才 計 5才 4才 3才 計

対 象 児 数 1，355 1;504 1，574 4，433 3，800 3β00 3，800 11，400 

総人口 K対する割合(%) 1.8 2.0 2.1 5.9 2.0 2.0 2.0 6.0 

就 園 者( 希望 ) 735 564 39 1，338 2，8 50 2，850 760 6，4 60 

(ロ ) 計 画

今後の幼児教育施設の設置計画としては，幼児人口の増加と，さらに一年保育

から二年保育へのきりかえも考慮しなければならな L、。目標年次Kおける幼児数

を推計すると， 4，5才児が 7，600名となり，そのうち就園希望者を 75% とみ

た場合 5，70 0 名となり，さら~ 3才児の就園希望者を 20% とみると 760 名

で，就園希望者は総計 6，360名 Kなるものと堆計される。

施設規模定員 200名として約 25余の幼稚園の新設が必要となるべ

その対策としては既存施設の整備をほかるととも K今後開発される地域医対し

ては個人または法人 Kよる幼稚園の設立誘導を積極的K推進する。

また，公立幼稚園 Kついては全市的立場より，地域的状況を考患のうえ短期実

施計画により設置し，幼児教育の振興陀つとめる。(保育所については社会福祉

部門参照)

②義務教育

(イ) 現況と課題

本市の教育は教育基本法の理念により，児童生徒の個性を伸ばし，自主的な実

践力と近代生活K必要な知識と技能を養¥"，健康でゆたかな教養を備えた社会人
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の育成を目標K行なわれてきた。

学校胞設は現住，小学校 8校，中学校 3校があり，そのほとんどが鉄筋化され，

Fえる一部医ついても日下改築控備中である。また，付属施設については下表のと

おりである。

点-28 学校付属施設整備状況

(昭和 42年12月末)

kf  小学校(8校) 中 学 校 (3校)

設備済学校数 設備済学校数

屋内運動場 4 校 全 校

ブ ー ノレ 全 校 全 校

給 食 施 設 全 校

PTA VLよる私費負担は全廃され，教育内容，・教材・教具の充実，教職員の研

修等 Kつとめているが，さらに一層の整備，充実が大きな課題となっている。

(ロ) 学校施設計画

小中学校の校舎悠設計画は本市の発展状況と併行して，計画的な用地の先行坂

得，不足教室の前向解消，学校規模の適正化，屋内運動場の整備等を行ない，新

設校については付属施設を竜点的 K整備するa

a 小学校

小学校の娃設Kついては児童増加の状況，通学区域等を考慮し今後 7校の新

設が必裂となる。また，既設校についても社会明状況と適正学級規模との関連

で増築を行なう。これらの事業実施は短期実施計画 Kより行なう。

点- 2 9 推計児童数調べ

住民基本台帳による児
社会増Vc.i'i!数

童数(仁!然地を合む)

1 1，3 97 人 4，71 9 人

( 2 O .1 ) (105 ) 

注: 1学級河り .15人とした (1同の基準)

( )内は学t&数

ノl弘l、 摘 ~ 

1 6，1 1 6人 29，674世帯x0.159 

( 3 5 9 ) 置 4，719人

摘'l~~~制 5つ世 4i子数は人口推計を基 K し，乗数は社会的造唱である 。
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表- 30 推計不足教室数
(昭和 42年12月)

必要教室数 保育教室数 不足教室数 摘 要

3 5 9 180 179 
359室+24室~ 1 4.96校

1 4.9 6校一 8校= 6.96校

注: 1校当りの学級数は 24学級としたD

b 中学校

中学校の建設については，生徒増加の状況 K応じ，今後 2校の新設が必要と

なるっ既存校 Kついても社会噌と適正学級規模との関連で増築を行L、。これら

の事業実施は短期実施計画Kより行なう。

表-31 推計生徒数
(昭和 42年 12月)

住民基本台帳 Kよる生

徒数(自然増を含む) 社会増生徒数 ロム 計 摘 ?要

4.0 4 3 人 1.30 6 人 5，3 4 9 人 29，674世帯XO.044

( 9 1 ) ( 3 0 ) ( 121 ) = 1，3 0 6人

注: ( ) 71は学級数を示す。

1学級当り 45人とした(国の基準)

摘n欄の戸数は人口推計を基 K し，乗数は社会的増率である。

表-3 2 推計不足教室数

(昭和-12年 12月)

必要教室数 保有教室数 不足教室数 摘 要

121室+24室=5.0 4校

121 6 6 5 5 

5.0 4校-3校で 2.04校

注: 1校当りの学級数は 24学級としたう

c 付属縞設整備計画

o皇内運!動場

屋内運動場は児童生徒 lわ集団的な基本訓練，体刀の!曽強 k促進し，かつ，

， 



実践活動を辿して{!ii!性の ';;1民をはかり 1 t)~WJ を'、J: る伝派な社会人としての

社会内を.q.vc つけさせるち， 心身とも (1[ 他民な人 II U形成の坊として必 I~ な

ものであり ， Ifl. :~~ vc木県イf校の整備にうとめる。

0 プ ー ル

河川 Kよる 水制及び伝染病予防のため，J.K. VC/{fする Aしい知識，体系的な

J.K.泳指導者dIない，Yc j立生徒の皆71kと体位r(JJJ二vciffするため，学校新設と

イJt行してプ ールを!整備するの

い) 教育内容のr(IJ上

教育内'存のげ1]上については従来よりはかりしれない努)]が続けられているが，

技術革新の時代といわれ， また大衆社会化，凶際社会の!rlj(じの時代とパわれる今

日 「個人の中 Uておける主体性の確立J I強防|な意志をもっ人 IIU能)]の開発J I社

会述帯， 社会共同の意識培養」をめざし， きら VC-JI丙の努力が必要とされ，他の

行政分野の長期展望とも関連させながら， その繋備充実 Kつとめなければならな

L、。

a 研修 ・研究の促進

o教職員の資質の向上

教育 とは人 Kより行なわれ るものであ り， 教育愛K もえる教師こそ木市の

教育を推進するものである。教師の研修立欲を II~起し， その資質の|向上K

努めるものとする。そのため新任教師，文子教師， 幹部教師の研修を行な

い， 教科)41域の本質的研究を行なうととも K海外教育研究生制度Kついて

も検討する。

o教育会の設立と助成

教育を行なううえで行政の及ばない範囲 Kついては，教職員集団の白発的

協力 Kまつ而が多 L、。行政と互に補いあいながら市民の信託にこたえるた

め教育会を組識する。

教育会は教職員の研究組織 の而と福利jtd生来I!織の耐とを合体したものと

し，その運営は教職員の創意くふう Kより行なう 。

o教育センタ ーの設立

現在，YC1'1l.・生徒 ・教職員 ・父凡 のt荘内的科学的分日Jfの制査研究施設がな

いため学校施設を使用することが多く ， 正しい"t校迎'討をm押することに

なるので，教職員，一般市民の質的向上 K役立つ教育センタ ーを設立するつ

長.33 教育 セ ンター の機能

内 容

科 学 教 育 の 振 興 |移動教室 クラブ活動 。小・中学科学教育センタ- @教職員の研

修と研究

教育資料の整備・活用 |教育資料の活用 C激科書センタ- (Q敬育資料の活用

教育に関する教育調査・研究 I@調査研究 @教育の普及

教職 員 等研 修 |自主研修 O教育委員会研修

教 育 相 談 |。臨床関係 。凋究研究

交通センター |安全教育

。印はすでκ実施中であり，その開催場所を教室K求めているもの。
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b 一般行政との述けい

従来教育行政は関連ある行政との連けいが必ずしも緊密とは言えなかった。

今後，家庭教育，社会教育，図書館活動，福祉行政，交通安全対策事業等とも

積極的 K提撹連絡し児童の健全な教育をはかるととも K教育の万全を期する。

c 教材教具の充実

教材教J-.lーについては国，都でも北準の設定を急いでいたが，最近その基準な

らびに整備方針があきらか Kされたので，本市でも学習指導要領の要請Kもと

づく教育上の必要度から現場教師の専門的意見とデータ K より地域性K応じた

「日野市の教材教具基準Jを作成中である。この完成をまち年次計画Kより逐

次教材教兵の充実をはかるものとする。

d 学校保健体育の向上

0 学校給食共同調理場(給食センターの設置)

戦後学校給食が児童・生徒の体位向上 Kはたした役割は多大なものがある。

現在本市の小学校では 5日制の完全給食をとり，中学校ではミルク給食

を実施しているが，近い将来中学校も 5日制完全給食実施の機運Kある。

完全給食を実施するにあたっては共同調理方式の採用を検討する。

0養護学園の設置

対象児は虚弱な児童とし，そのほか偏食の矯正，過保護児の自主性養成等

もこふで行なう。

設置場所は気候温暖な海浜とし児童生徒は一年ないし数年Kわたり在匝l

し体質の改善をはかる 。夏期休業中は臨海学園として使用する。

。学校保健会の設立

y己i賀・生徒の保健上の施策はそれぞれ関係者が専門の立場で熱意を傾けて

いる。しかしそれが総合的な力を発揮できないうらみがある。学校長，保

健主札養護教諭，内科医，歯科医，専門医，薬剤医師の糾合した力をも

って学校保健の向上をはかりた L、。

本市においては児童・生徒の体位は都平均より低L、。この現実は重視す

べきであって，各種の保健行事の振興をはかり，地域住民の関心をたかめ

た L、口

e 特 殊教育

知能の低いチ供K対する施策は，一般の児童・生徒 K対する施策と比べまだ

まだ手をつくさなければならない部分が多い。

本市の特殊教育対象者は在校生の約 7%とみられているが，現在，入級者は

小学校 25 名，中学校 21名であり対象者の一割にも達していな L、。今後の強

力な行政指導が必要であり，その方針は次のとおりである。

0 特殊教育の重要性について認識を広め親の理解をはかる。

0 特妹教育施設のみで一校とし，施設を整備し，特 K実習室 K力を入れる。

o 小学部 10学級， 中学部 5学級，高等部 2学級の規模とする。

0 ，肖等部を設けたこと Kよって実習課程が多くなるので，大半の生徒が就職

への迫をたどることができる。

色〕 刈校・大学の誘致と奨学資金について

現在. ，高校への進学率は一中 89， 7%，二中 91， 6 %， 七中 90， 7% である。

数年後Kはほぼ 100% vc.なることが予怨され，社会増とあいまって公私立を間わ
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ず， li内(fCrt';;校を一校附設することが必要である。また， 市内 Kは大学が二校設け

られているが， 市民の教育関心度からみてさらに一校を誘致することが必要と忠わ

れる 3

奨学資金制度 Kついてはきわめて希望者が多いので，I詞， その他の育英命IJ度の活

川を指導するとともに市突学資金制度の効率的運用をはかるつ

(2) 市民文化

① 社会教育

社会教育とは市民自らが行なう自己教育を本質とするものであり，行政はこれK

対し援助の手をさしの べるという関係Kある。即ち専門的技術的助ι 参考資料の

提!供，施設整備がその主なものであるが， 市民の自主的活動が盛んになる Kつれそ

の要求は多岐 Kわたり，社会教育の分野はますます拡大きれる。

しかしながら， これら要求にこ た えることこそ来るべき社会形成への市民参加を

可能 Kするものであり ，社会教育活動の普及， 発達はより 一府市民運動を推進する

ものといえる。

付) 脱出と課題

社会生活上の課題を市民自らが自主的・組織的 K学習，解決し，これをさらに

発展させることを目標として婦人学級， 肯年講座，市民教養大学等数多くの学習1

活重J;が現在推進きれている。

年々 ，学?町内容も高度化 し， 学習テ ーマも範囲をひ ろげているが， その反面組

織の出定化が目立ち拡充の傾向にとぼし L、。特 K青年団体，婦人団体等地域の人

間関係K基艇をおく組織活車jは逐年停滞 ・衰微 の傾向にある。

点-34 社会教育 活動参加者数調べ

(昭和 42年 12月)

江?之土 3 9 4 0 4 1 4 2 

l 成 人 式 1，3 20人 1，2 9 1人 1， 1 7 2人 1，7 3 7人

2 如i 入学 級 4 20 210 230 207 

3. TIT 年学級 1 1 0 120 

4. 文 イ七 寛烹I之て 1，8 9 2 2，500 2，3 0 0 2，6 50 

5 P T A 112 3 0 1 2 0 8 0 

6 新生活運動 5 2 3 5 1 5 0 1 8 0 

7. 家庭教育学級 5 0 4 0 1 4 0 5 0 

8 映 画 」zb=、z 520 3 4 0 1，2 6 0 1，3 0 0 

9. て子 i!* メZEL王 720 3 5 0 

10 df以教偉大学 1 1 0 

11. 料用実習講座 3 0 4 0 

12. 成人 学 級 162 160 

13 Ilj 年 講座 100 

11::社会教fJl課主催事業への参加者数を尚げた。

II?i和 42年度は 12 n木までK実施した '1手業への参加百数。
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今後技術革新がすふみ生活水準が向上するにつれ余暇時間は増大し， 時代の進

M(fC即応した知識 ・教養を求める市民は相当増加するものと予恕されるので，学

習組織の広域化をはかるととも K組織聞の連けいを深め学習方法 ・内容Kついて

も再検討を急がなければならない。

また， Iij少年教育 Kついてはようやく緒Kついたところであり，現在特K子供

会の育成を強力 K とりあげているが，今後は勤労青少年への援助等が大きな課題

となろう。

-}j， 郷土の歴史をさぐる先人の生活をしのぶ郷土史への関心は埋蔵文化財の

発掘等を通じ次第 Kたかめられてはいるが，各地K点在する文化財の一部が宅地

開発により消失する危険があるので，このための施策を早急 K講ずる必要がある。

( ロ) 計画

a 成人教育活動は婦人を中心として行なわれ，婦人の地位向上，教養の向上，

本市の成人教育活動は婦人を中心として行なわれ，婦人の地位向上，教養の

向上，生活の民主化等を同標K各種学級活動が展開されている。これらはいず

れも講師を中心とした集団学習であれ今後は似人佃人の趣味を生かし臼らが

楽しむもの，あるいは市民自らが相互K啓発しあうものを主とし，地区センタ

ー等身近な施設を利用し，市民が個人で自由 K絵両，音楽，文学等を楽しみ，

また演劇等グノレープを組織し創造的活動を行うなど，市民の自主性を尊重しこ

れK対応する行政の体制を確立する。

このため，施設を充実し利用の案内を徹底し新旧市民の交流をはかると同時

K広報活動を重視し，市民間の自主的活動K必要な設備・用具を整備し，その

積極的な利用を促進する。

また，生活上の必要 Kもとずく各種講座・研究会Kついては市民の参加・主

催を促進し，あつかう課題の範囲拡大をはかりより多数の市民が簡単K受講で

きるよう配慮する。

特K成人教育は，市政の進展 K関係が深いので， 日常生活の課題解決から出

発した市民の市政への参加を計画的 K配慮し，考え，発言し，実践する市民層

の拡大Kつとめる。

b 青少年教育

集団のなかで子供たち一人一人の個性を大切K伸ばし，こころ豊かな人聞を

育成することを目標 VC，現在子供会が多数結成され活発な活動を続けているが

今後はこれら子供会の指導者j聞の充実をはかり，また未組織地域での子供会結

成を促進する。占年の学習 Kついては現在組織的な活動が期待できないので，

今後は占年たちひとりひとりの要望 K艮jJした学習の場の提供 Kつとめ，特 K勤

労占少年のための学問条件を整備し，梢極的 K機会を提供する。そして青少年

の非行化問題 Kついては 15少年問題協議会をはじめとして PTA等の協力をえ

て，地域ぐるみの活動Kより保護育成機能を強化し， スポ ーツ・文化活動の振

興を通じ庁少年が魅ノ〕を感ずるような施設の整備をはかり儲板的な健全育成を

行なう。

c 文 化 財

市内の指定文化財は現作 38ヵ所あり，このほか木祈定の文化財も多いので

今後はその必要のある建造物，絵画，彫刻， 史跡，天然記念物等の保護を行な

い， また失なわれつふある文化財については崩壊前 Kこれを調査 ・資料化しs

d‘ 
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.u:.，j~ I β ， ~. vcついても録音保存し広く市民K紹介すると同時K文化財の案内 ・

由来等の椋誠を設置し市民の郷上の歴史への凶心と誇りを日ーめ市誌を編さん刊

行する。編集 Kあたっては， 市民の協力と参加を求めるなど文化財への認識を

広めるーノJ，現実の円野市の姿についてもより一層市民の理解と関心をたかめ

市政の {rjlJ民K資するため適11:機会を設け「日野市を知る運動」をすふめる。

(2) 凶5釦'r活動

昭和 40年創設された市立図書館の活動は，木市の文化・祈祉の向上 vc，n:要な役

割lをはたしている。市立凶書館のサ ービスは市民の自由な思考を助長し，自己形成

への拍極的な資料援助を行なうことを日的とし，精神面での社会保障として全市民

Kゆきわたるよう配慮きれている。このため，資料の充実を基礎とし， 図書館機能

が効果的 K光開できるよう移動図 l!?館を申心として運i討されている。

今後，市民の要望は質 ・珪ともに 明大するものと考えられ，市立図書館の任務は

ますます重要になる。

付) 現状と問題点

現在， 市立凶 lヰ館は三つの分的と二台の移動図書館Kよって市内全域 Kわたり

サ ー ビスができる態勢にある。資料および利用状況は下表のとおりである。

友-35 資料 ，利用状況調べ
(昭和 42年 12月 )

42年

3月末

( 41年度 )

42年

12月末

図 奇L=I主
8ミリ

紙芝居 レコード スライド 登録者数 利用冊数フイノレム

成人 児 1官 計
本 組

10.208 
冊

223 370 対人口比 231.228 

1 6，501 1 8，9 22 35，423 1 3 ~も

枚 本
1 2，497 

27，7 1 5 28β 74 56.389 272 657 45 40 対人口比 285.796 

16 % 

4 1年度Kおいては，市民 8人 vc1人の割合で図占館は利用され， 一人の利 川

者が年 II'J平均 23冊の凶古を利用している D

4 2年度 Kは， 1年間の登録利JlJdは 1万 4千人 Kのぼり年/I'd貸出数は 38万

冊をこした。このような現状における問題点と課題をあげると次のとおりである口

a 利JrJお数に比べ新刊図-e_fが少く，いつも同じ図 3が円立つ。被本等資料の

一肘の充実がのぞまれる。

b 移動BtillF舶の場合，巡LoJは一定日時vcl浪られ，いつでも借りられ ，いつでも

返すことができな L、。身近な場所に分館が必~である。

c 制べものをする場所が必民である。 日常生活上の疑問，学習研究上の疑問

K 字~える本I 1 談業務が行なわれていな L 、。

d dj l\:. の~>.kする凶占を適般にit出すための ，1'e，'F案内は，移動凶 l!?館の 50 

分IIUのサービスでは不f1J能であり，専門職員の配日Kついて研究を要する。
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e レコード，スライド，フイノレムなど制聴覚資料が十分でなく，サービスも

あまりしていない。

(ロ)計|町

a 利用者の組定

目標年次における凶 lif館利川行は，現状の貸出登録率等から推計して約 3万

人と考えられる。うち，移動凶 l号制H'(よるサービス nT 能な利用 τ奇数はが~ 12.000 

人であり ， f.えりが~ 18，000人 の 利mllが分断，中央舶の利用者となる。

b 分的

品!状の問題点としてあげられている I¥'、つでも借りられるJ 1，読 i件'袋内」も

分配iKよって I'T能Kなる。一部は地区センターとの併投を/考慮 K入れ，不Ij川者

K便利な場所を選び， 7カ所投開する(凶ー 17参照)。いずれの分割iiKも守

門職員を配Rし，不IjJiJ計の読占相談 K応ずる。

c 中央館

分館の管見機能およびサービス機能のセンターとして， 中央凶鼻血1が必要で

あり，これを市民の肢も利用しやすい位置 K設置する。ここでは管月，貸出業

務のほか相談業務も行なう。

d 視聴党資料

学校数の増加 Kあわせ，教材フィルムを充実し，他の資料，特にレコードの

収集と提供を早急 K実現する。

e 整理センター

学校図書館用図 s!?の収集の一元化をはかり，その整理センターを中央凶 11?館

K設ける。そして参考凶 f与を中心とする学校図書館の機能と課外の説物を主と

する市立図書館の機能を明確Kする。

f 目標年次Kおける施設を次のよう K計画する。

数 登録者(人) 収容図書数(冊) 機 能

移動図書館 2 1 2ρ00 貸 出

分

分

中

館 A 4 6ρ00 4，000 ...... 1 0，00 0 貸 出

館 B 3 7，500 1 0，0 0 0 ...... 2 0，0 0 0 貸出クイックレファレンス

央 館 1 4，500 1 2 0，0 0 0 貸出 レファレンス

整理センタ ー， 集会

計 30ρ00 2 0 0.0 0 0 

③社会体育

(イ) 現況と課題

本市で、は， これまで主として各種競技凶体の育成および科極専門競技大会の運

営指導を行なってきたが，現在， 全 l有~を対象とした体育活動の振興を重点とし，



" 市民の健康づくり運動の一環 とし てこれを積極的K推進 している。こ れは昭和

4 1年 K実施 した市民スポ ーツ世論調査の結果K もとづくもので，今後ともこの

方向Kよ り市民の体育活動への参加を促進 しなければならな L、。

長一 36 各碕競技大会スポーツ教宅参加状況調べ
(昭和 42年 12月 )

2百一ーとと 3 8 3 9 4 0 4 1 4 2 

少年野球大会 5 4 0 人 5 4計 357 人 390 人 290 人

卓 球 団 体戦 112 9 5 6 2 130 

水 泳 大 よτE』玉 368 180 241 2 9 8 3 50 

剣 道 大 l32L ζ t 116 124 

軟式庭球大会 192 1 9 4 192 174 154 

駅 伝 大 1t三』 1 1 2 100 

市 民 山 1-T 4 2 6 0 6 0 1 1 0 5 5 

陸上競技大会 288 300 4 5 4 4 5 6 4 80 

バ レー ボ ー ル大会 225 2 1 0 300 28 5 645 

サ イ ク リ ン グ 3 0 5 0 8 0 1 8 0 

ク ロ スカ ン トリー 5 6 

スケ ー ト 教室 158 165 1 6 0 9 8 1 0 0 

JJ<. 泳 教 室 8 8 6 7 3 4 2 

ス キ 一 教 室 9 5 110 110 153 1 5 0 

野 外 活動教室 4 3 3 2 

卓 球 教 室 4 5 4 0 

市民ソフ トボーノレ大会 571 

市民歩く迷動大会 428 

有Y 民スポ ーツ ・/レ¥えヱミェ ー シヨン

市民弓道大会 5 5 

市民硬式テニス大会 1 3 0 

(注) 42年度は 12月末までに実施 した 事業への参加者数

(ロ) 計画

全市域にわたるスポ ーッ活動をよuiじ単なる健康増進にとどまることなく伯極的

K市民の交流と融和をはか り， 市民一体の立識高揚を目標とした体育行政を推進

する。

a 施設整備

現在，本市には野球場 3面，テニスコ ー ト4面， バレーボールコート 7面，

それK プーノレがあるが，今後は身近で簡単Kスポ ーツが楽しめるよう地域住民

と密接なつながりのある学校述動場および崖内巡動場のIA放を考慮 し，併せ総

合運動場 I r官民体育館の処設Kついても検討する。

また， 会社所行のグラクンドI ，b-内大学グラワンド等との |児述を一府密K し，

その一部開放を促進し，一般勤労者の体位向上K資する。

そしてこれらを通じ ，従米その1守成につとめてきた各種専門競技をより普及
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し，体育協会を中心として折導者間の充実，選手の育成・強化をはかる 。

b 市民スポーツの持及

誰でも簡単にできる市以スポーツの許及をめざし，ルールや用具の問時化を

はかる等，作植ボ ールゲームを研究・改良し，体内ー折導委員を中心とした講官1

会や巡凶指導を通じ，杭極的 Kス ポーツ人口の拡大Kつとめる。これKはまた

レクリエーシヨンの要素を加え， I市民歩こう会」等家族ぐるみ，地域ぐるみ

の体育活動を促進する。

2 市民生活

(1) 社会保障

付)生活保護

a 現況と課題

本市における被保護世帯は昭和 38年 vc8 5世帯であったが， 42年 K至り

189 世帯と 2.2倍 K増加lしている。 しかし，保護率は 38年 0.65% で， 4 2 

年は 0.78% となっている。平均保護率 0.66% の書IJ合と仮定すると昭和 52年

Kは 356 間帯 961人 Kなるものと推定される。

これら被保護世帯の類 tfl~ をみると ， 母子世帯が 28.8% ， 高令者世帯が 1 1. 4 % 

を占め，さらにこの割合は上昇する傾向 Kあり， 留意する必要がある。

被保護世帯および人口の推移は下表のとおりである。

表-3 7 被保護世帯および人口の推移

(各年 1月 1日現在)

世帯・人口 被保護者世帯・人口
世帯および人口 K対

する被保護者の比

世帯 人口 世帯 人 口 世帯 人口

3 8 1 3，0 1 4 5 1，5 8 7 8 5 3 0 9 0.6 5 0.60 

3 9 1 4，4 7 1 5 6，5 9 7 8 0 265 0.55 0.47 

4 0 1 6，4 1 1 6 1，7 0 6 146 329 0.8 9 0.53 

4 1 1 9，3 0 0 6 9，2 2 6 120 2 85 0.62 0.4 1 

4 2 乙4，22 4 7 5，5 9 2 189 3 8 1 O. 7 8 0.50 

b 計画

生活保護制度はlヰJえの故低生活を保障する施策である。今後多|面的な社会保附

制度を十分活川し，保護 IIt借への l伝部を防止することはもちろんのこと，被保護

世帯の数併にあたっては，ケースワークの強化ととも K世情史生資金等，他施策
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の活用をはかり，更生指導及び市独自な援護活動Kつとめ，被保護世帯からの

自立を促進する。

また，生活保護制度の P.Rを徹底し，保護を必要とするすべての世帯が，

法の適用をうけられるよう，十分意を用いると同時K社会福祉委員の日常活動

をさらに強化する。

(ロ) 国民健康保険

a 現況と課題

国民皆保険の一翼をKなっている国民健康保険事業は逐次，給付内容の向上

とその進展をみせているが，一方，保険財政は国の施策の強化と都道府県の育

成指導の強化K もかふわらず医療費の急激な増加K より，全国的K財政危機の

傾向を示している。

本市の同民健康保険事業もその例外ではなく，被保険者は市の人口噌K比し

加入率は低下しているが，被用者保険からはじきだされた失業者，定年退職者

等経済的に弱い立場κある低所得者が逐年増加し，医療費はこの自然用K加え

て受診率および 1件当りの費用額が急増し，昭和 41年度Kおいては前年度対

約 23% の増加を示している。さら K漸増する事業費，保険施設費等K より，

歳出が歳入K対応せず， 一般会計の繰入金K よりかろうじて収支の均衡を保っ

ている状況である。

表 -38 被保険者および療養給付費の推計

7子とと 被保険者数 1人当り受診回数 1件当り費用額

昭和 42年 1 3，5 0 0 4.5 2 2，6 7 0 

昭和 47年 2 2，5 0 0 5. 7 5 3，740 

目 標年次 3 4，6 0 0 6. 9 7 4，810 

b 計画

国民健康保険は法律Kより市が保険者として実施を義務付けられているもの

であり，将来の動向および財政的裏付けの多くは国の施策K よって左右される

ことが大きし市独自の計画の策定は非常 K困難である。

昭和 41年を基K して大きな社会問題とされた国民健康保険を含めこの医療

保障制度の抜本改正は政治情勢など Kより一時停滞状態 Kあったが，健康保険

法改正を機K国も積極的 Kこれに取り組む気配をみせており，本市の国民健康

保険は今後その早期実現を期待して事業を進めて行く必要があるが，現行制度

のもと Kおいては給付水準の維持K努力するとともに，財政の健全化をはかり，

給付内容の向上 Kつとめたい。

判国民年金



a 現況と課題

国民年金制度は他の公的年金制度K加入していない臼計業若，農業，商業等

K従事するものを対象として老令，疾病あるいは死亡という万ーの事故K際し

て給付を行ない，共同連帯をもと K生活の安定を保障するため K生まれた拠出

年金と経過的および補完的にできた無拠出の福松年金とがあり，市が国から 'J主

務委託をうけてその一部を行なっている。

本市め拠出年金の被保険者数は昭和 41年度末現在，対象者の 77. 1 % が 加

入しており，老令年金は 46年度から給付されるが，障害および母子等の年金

はすで K給付が開始されている。

また，福祉年金受給権者は昭和 42年 5月末現在，老令 80 1人，障害 187

人，母子 13人となっており，老令補祉年金が全体の 80%を占め，本市の

7 0才以上の老人の 54% が受給権を取得している。しかし，所得制限額の幅

が狭いため，受給権者の 40% 近くが支給を停止されている状況である。

表-3 9 被保険者の推計

コミ推定 強 告IJ {壬 意 メ口入 計 強制被保険者
被保険者数 の適用率(%)

人 人 人 人

昭和 42年 6，4 0 0 5，4 0 0 3，8 0 0 9，200 8 5 

昭和 47年 1 0，90 0 9，8 00 6，4 0 0 1 6，20 0 9 0 

目標年次 1 7，0 0 0 1 6，2 0 0 1 0，0 0 0 2 6.2 0 0 9 5 

b 計画

国民年金はLJSlの委託事務であるため，市独自の施策は打ち出しがたL、が，拠出年

金については給付制の増額制度，仙の年金との期開通算などの利点Kついて広

報活動を強化し，加入者の脱落防止及び未加入者の加入を促進するとともに保

険料の納付 Kついてはその方法を研究し，被保険者の納めやすい態勢を整備し

ずこ L、。

また，福祉年金については所得制阪の緩和等，受給権の範凶の拡大を考慮し

て，今後老令，障害および母子等の榊在的該当者の発見Kつとめ福祉向上をは

かりた L、口

(2) 社会福祉

社会福祉の現況は今凶なお教貧対策を中心として行なわれているが，経済の高度成

長 K伴い生活水準の向上 Kより，社会制祉対策の充実がさけばれ，変化 K応じた幅の

広い社会福祉施策へと漸次その万向をかえつつある口特K穴都市周辺の近郊都市は急

激な人口増の波を受け，従来の赦貧対策ではその実状Kそぐわない傾向を生じている。

本市の場合もその例外ではなく，市街地化が急激に進んでいる品状から従来の R.It11: 

対策の域をでた， より次兄の，{G¥，、市民福祉の向上をはかる必要Kせまられている。

また，社会悩祉活動の推進Kあたっては， 市民の儲属的参加が必要であるが，この
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ため Kは社会愛と社会連帯意識の精神の高場が重要である。

①児童 福祉

付)保育所

a 現況と課題

最近，児童をとりまく社会環境は大きく変化し，児童福祉の立場からみて憂

慮すべき事態をひきおこしている。特K労働力不足解消等として家庭婦人の職

場進出，更K家族構成が核家族化しつつあること等から，日中母親と生活する

ことのできない児童が多くなりつつあるe このような状況から子供を保育所へ

入所させることを希望する家庭が多くなり，その設置が望まれている。

本市 Kおける措置児は昭和 38年 266名であったがI 4 2年には 70 0名

とI 2 6倍K増加しており，今後施設の拡充をはからなければならな L、。

表 -40 保育所 Kおける在籍児の 現況

(昭和 42年 7月調)

年 令

区分 施設数 定員

5才児 4才児 3才児 3才未満児

公 立 4 467 228 (1 7) 137(13) 83(50) 69(77) 

民間 4 416 351 (27) 320(32) 43(26) 11(23) 

計 8 883 579(44) 457(45) 126(76) 90 (100) 

対象児K対する保育所，
9 7.0 6 7.9 1 0.5 1.7 

幼稚園の就園率(%)

(備考) イ. 市外民間施設 1カ所を含む。

ロ ( )内は就園率 K対する幼稚園在園児との構成比である。

表-41 措置児の推移

い〈L 3 8 3 9 4 0 4 1 4 2 

3才未満児 46 7 1 72 6 5 9 0 

3才以上児 220 2 0 3 262 367 6 1 0 

メ仁ミ1 計 26 6 27 4 334 4 32 700 



表-4 2 対象児K対する保育所措置児の現況と将来

みぞと 昭和 42年現況 目 椋 年 次

年 メTーI、 5才 4才 3才 3才末満 5才 4才 3才 3才未満

対象児数 1，355 1，504 1，574 5，2 2 4 9，657 3，800 3β00 3，800 1 3，400 24，800 

総人口 K対
する割合(%) 1.8 2.0 2.0 6.9 12.8 2.0 2.0 2.0 7.0 13.0 

情 置 児 数 258 235 117 90 70υ 760 760 304 402 2，226 

対象児K対
する措置児 19.0 15.6 7.5 1.7 7.2 20.0 20.0 8.0 3.0 

の割合(%)

b 計画

保育所の増設，整備は急務であり，今後，措置児のみを収容し，特に乳児の

保育 K重点をおく。措置児は人口の増加K伴い激増すると考えられるが，現在

の措置率を基準として目標年次Kおける指置児数を推計すると 2.226名となり，

施設規模定員 200名 として 7カ所余の保育所の新設が必要となる。この対策

としては既存施設の整備をはかると共 K今後開発される地域には個人または法

人 Kよる保育所の設立，誘導を積極的K推進する。

また， 公立保育所についても全市的立場より地域的状況を十分考慮のうえ，

急ぎ年次計岡により設置し乳幼児保育の充実 Kつとめる。

o 人口密集地区の定員は 9 0 名 ~ 120名とするョ

0 市街地A の施設で敷地 K余裕のあるもの Kついては用築定員増をはかる。

o保母の確保およびその資質の向上 Kつとめる。

(幼児教育については，学校教育部門参照)

(ロ) 学童保育 (留守家庭児童の保育 )

a 現況と課題

留守家庭児童Kついても保育園児と同じような生活環境 Kおかれている状況

が多く見られ，今後更K増加するものと思われる。これは児査の健全育成のう

えからも大きな社会問題となっており ， これらの児童を家庭 Kかわって保護す

る施設の設置が強く望まれている。

本市においても低学年の留守家庭児童が 201名おれ適正な家庭の保護か

ら見はなされている状況である。

9.0 
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友-4 3 留守家庭児童の家庭状況 (昭和 42年 7月調べ)

で受
1 :乙 3 計

人 率(%) 人 率(%) 人 率(%) 人 率(%)

両親共稼ぎ家庭 38 84.4 58 80.6 72 85.7 168 83.5 

父

母

そ

子家 庭 。 。 2 2.8 1 1.2 3 1.5 

子家 庭 4 8.9 5 6.9 8 9.5 17 8.5 

の 他 3 6.7 7 9.7 3 3.6 13 6.5 

計 45 100 72 100 84 100 201 100 

b 計画

設置Kあたっては児童心理等を十分把握したうえ施設と場所を決定する必要

がある。特K運営 Kあたっては指導員の熱意と人格が大きな要素であることを

考慮 Kいれ，第一小学校地区の児童を対象 K昭和 43年 1月よりテストケース

として実施し.更に多摩平地区Kついてほ 43年度より実施する等，必要度の

高い地域から短期実施計画 K より順次実施する。

判児童遊園地

a 現況と課題

児童にとって遊びは生活であり，健全な遊びKよって健全な社会の一員とな

るべき基礎がつちかわれてゆく。

最近，遊び場は年々不足し，農地や丘陵は次々とつぶされ，宅地化され，遊

び場の確保は困難をきわめているa

本市 Kは市で設置・管理する児童遊園地は 10カ所，また団地地域内遊園地

は多摩平団地内 21カ汎平山公社住宅医 3ヵ所があり，それぞれ公団が設置，

管理している。さら K自治会で市の補助をうけ設置運営している児童遊園地は

2 6 カ所(2 1，4 4 8 rrt ) あるが，自治会K よる遊園地の設備は不完全であり，

さら K土地は個人所有地が多く将来への永続性は保障できない状況である。

b 計画

今後，地域の交通事情等を十分考慮したうえ，必要度の高い地域より順次年

次計画Kより整備，充実につとめる。また，遊び場の用地確保Kついては都市

計画および団地造成等のなかで，その確保Kつとめるととも VC，遊休私有地等

Kついても所有者の協力を得て積極的 Kその活用を推進する。

( 斗 青 少 年 問 題

a 現況と課題

青少年は次代をになう力であれ健全K育成きれなければならないが，特K

近年，青少年の非行化がめだち大きな社会問題となっている。
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本市Kおける汗少年の犯罪は昭和 37年は 117名であったが， 41 年 Kは

1 7 9名と地加している。これらの非行少年は一部の欠損家庭だけでなく，一

般家庭，特に中流以上の家庭 K多い傾向を生じているo 本市の場合，都市化K

伴い個人中心的な考え方が強くなり，地域住民の連帯感を欠く結果をまねいて

いる。したがって近隣の人間関係はきわめてうすくなり，青少年の保護機能を

弱くしている傾向にある。

b 計画

地域ぐるみの活動を重点とし，肯少年問題協議会を中心とした市民運動とし

て保護育成機能を強めてゆく。(市民文化，社会教育部門参照)

さらに問題占少年については福祉的立場 Kより，児童相談所，保護司会，お

よび地区児市委員等関係機関との連絡を密接K し，養護施設，保護施設等への

適正な処罰を施すととも K非行青少年の早期発見と保護対策Kつとめる。

②母子福祉

(イ) 現況と課題

母子家庭は母子福祉法Kよって母子とも K健康で文化的な生活を保障されるこ

とになっているが，その実態は理位、とは遠くかけはなれ，幼い子供をかかえ，毎

日の生活 K迫われている母子家庭が多い。

母子家庭の現況は次のとおりである。

表-44 母子 世帯数の推移

(毎年 3月末現在)

年 次 4 0年 4 1年 4 2年

世 帯 数 2 5 2 269 2 7 5 

(ロ ) 計 画

国は法 Kよってこれらの母子に事業資金の貸付，売屈の許可，および専売品の

販売等について優先許可の特典を与えているが，経済的援助はな Kも施されてい

なL、。かかる現況から本市としては母子の資質の向上，および保養の場を確保す

るとともに低所得者についての対策として児童扶養手当等の支給を検討し，母子

家庭の福祉向上をはかる。

①老人福祉

付) 現況と課題

近年，生活水準の向上，医学公衆衛生の進歩 K伴い平均点命はのび，老人人円

は増加の一途にある。さら K家庭柚造は小家族化し，単身主人が多くなっている。

日野市社会福祉協議会でおこなった「老人のくらしの実態」調査K よると 689 

人中 39%がなんらかの病気をもち，ノド11由な思いをし，特 K歩行幽難，制党陣

害等身体K附'i!?のある場合は家庭において立志のそ辿を困難とし，孤独J惑が強く

物質的にも村事11的 K もさびしいfjゴ!与を送っているものとみられている。

103 



104 

表-4 5 老人人口の推移 (各年 1月 1日現在)

二ト〈 4 0 4 1 4 2 

6 0...... 6 9 2，400 2，6 7 1 2，9 0 9 

70...... 79 1，0 1 6 1，0 3 7 1，1 8 3 

80 ...... 226 254 293 

メ口弘、 計 3，642 3，962 4，385 

総人口 K対する 5.9 5.7 5.8 

割合 (%) 

(ロ)計画

a 老人ホームへの措間および老人家庭奉仕員制度の充実強化

単身者および老人夫婦世帯Kは老人ホームへの収容，斡旋を考慮し，老人専

用住宅の確保 Kついて関係機関とともにその実現をはかりたL、。

また，疾病のため起居の不自由な在宅老人のため，老人家庭奉仕員制度を

十分活用し，老人 K対する奉仕の充実，推進をはかるo

b 老人健康診断の促進

老人の催病率は高いが社会的および経済的理由で医師の診断を受けられない

場合が考えられる。したがってこれを解消するため老人健康診断の認識を深め

るととも VC，無料診断を積極的K行ない健康の増進Kつとめる。

c 職業紹介の斡旋

老人 K所得の道を与える施策として社会福祉協議会で行なっている無料職業

紹介事業の推進ならびに簡易内職作業の斡旋等を積極的K行なう。

d リハビリ テ ーシ ョン ・サービスの強化

老人の I¥'、こいの場」の確保Kつとめると共 K老人の後退機能を回復させる

リハビリテーション・サービスを強化，促進する。

e 敬老思想の普及をはかる

一般市民K対しては，敬老思想の普及，徹底をはかるべく推進する。

f 老人クラプの育成指導

健全な老後を送るためにレクリエーション活動を中心とした老人クラプの充

実，強化をはかり，社会奉仕活動への参加をうながすよう運動を展開する。

表- 46 老人クラブの推移
(各年 1月 1日現在)

Eト¥ミ 3 8 3 9 4 0 4 1 4 2 

ク Zプ数 4 4 1 2 1 4 1 5 

会員数 1，3 74 1，374 1， 3 1 4 1，64 3 1， 6 5 8 



④ 心身障害者福祉

(イ) 現況と課題

昭和 36年，東京都で行なった調査による心身障害者出現唱は総人口に対して

1. 3 6 %である。

本市の場合，身体障害者手帳の所持者は 43 0名であるところから，程度の左

こそあれ 1，00 0名近くの対象者がいるものと推計される。

昭和 40年の全国的な障害原因調査Kよると， 1 8才以上の場合，約 90% が

後天的障害K よるもので，その中で疾病を原因とするもの約 60%，交通事故等

25% ，その他となっている。また， 1 8才未満の場合は約 50%が先天的障害

者で中でも先天的 K脳性マヒを原因とするものが高いことは注目きれている。

本市Kおける福祉事業は補装具の交付，修理，乗車害1)引券の発行，施設入所措

置およびあっ旋等であるが，さら K 潜在者の発見K つとめるととも~， 史生援護

措置の強化Kつとめなければならな L、。

表-47 身体障害者手帳所持者の推移
(各年 6月末現在)

?ふと 3 8 3 9 4 0 4 1 4 2 

身 体 不 自 由 6 0 6 0 6 6 8 6 1 4 1 

Eコ 語 障 害 8 5 9 0 9 2 101 110 

視 党 障 害 9 0 119 121 128 8 8 

聴 覚党 陣 害 5 0 6 0 3 7 4 0 9 1 

よI寸k 計 285 329 316 355 4 3 0 

(ロ)計画

先天的脳性マヒ K よる障害の多くはいわゆるダプル陣芹が多L、。この発生原因

は出産時の異状によることが多いと推定されているo したがって妊産婦の健康管

理指導を徹底し，機能障害の防止につとめる。また，障害将を養育している家庭

の多くは物心両面による負加は大きいところから，特~illl立心身障芹者扶養手刊

の支給等，市独自の計画をたて， これK対処するととも K陣富者を常時介護する

ため家庭機能を充足できない家庭K対しては家庭奉仕口制度を設け，心身障吉者

並びKその家庭の福祉増進Kついて椋極的 K活動を行なう。さらに軽度の陣芹者

は機能問復訓練により社会復帰が可能とされており，簡劫作業所の利刀jをはかる

ととも K リハビリテーション教室の開設等K より純力社会復州をはかる。

また，身体障得者福祉協会(会員 30 0 名)並び K 心身障'，'~:符を守る会(会員

8 0名) のfJ成をはかる。
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(5) 勤労者福祉

(イ) 税況と課題

勤労者福祉対策は従来からややもすれば大企業中心であった。現在実施してい

る対策は勤労者福祉対策協議会K対する助成および地方学卒者激励大会等である

が， 一口した対策は実施されていな L、。

(ロ)計画

今後は，大，中，小企業は勿論，個人商庖の従業員，更に市外 K通勤している

勤労者を合めた全市的な勤労者を対象K した福祉対策を推進する。

胞策としては市立図 3館貸出文庫の充実，講座・研究会の開催，講師のあっ庇

「母の家」制度の確立及び小中学校の屋内運動場，市民プールの夜間使用等を検

討し，勤労者の福祉，文化活動等の促進をはかり，福利厚生と資質の向上Kつと

める。

更に社会教育活動の普及を通じ勤労者が自由 K参加できる文化・体育グループ

等の組織づくりを推進する。また，勤労者福祉対策協議会については各種文化・

体育団体，青年団等との連絡を密K し，その活動の積極化を促し，指導，育成の

充実，強化をはかる。

⑤ 市民福祉施設

(イ) 現況と課題

社会福祉活動を円滑並びK効果的K推進するには市民の協力が必要である。

本市Kおける市民活動として，現在，社会福祉協議会をはじめ各種関係福祉団

体及び社会教育文化団体等多くの団体があり，それぞれ活動を行なついるが日常活動の

場となる施設が少なく，団体本来の地域的活動K支障をきたしている状況である円

a 地l忌センター計画

市内を数地区K分け，大地区センターを設置し，これをとりまく各地区毎 K小

地区センターを作り，更に市の中心部K これらを統轄，調整する機関として中央

センターを置く。

各地区のセンターは市民の日常生活 Kおける福祉教育文化活動等の社会活動の

場として総合的機能をもった施設とする。したがって誰でも気軽 K利用できるよ

うに配慮し，その機能も老人Kは憩いの場となり，子供達Kは学習・保育をはじ

め体育や遊び場ともなる。また，婦人や地域一般の人々には地域自治会活動や講

習会等K も利用され，いわゆる公民館，図書館活動や福祉会館的な役割を果し，

地域住民の親睦と連帯意識の高揚がはかられ，相互扶助の精神を養うととも K自

由な市民運動の場ともなる。

(3) 保健衛生

① 現況と課題

生活の基礎は健康Kある。現在，市民の健康管理は，保健所と市の施策および医

僚機関を基盤とし，個人の健康への努力と地域の衛生思想、の向上と K よって進めら

れている。しかしながら， 一方 Kおいて都市化K ともな¥，"騒音，ばい煙，水質汚

濁等の都市公害が発生して，市民生活をおびやかしている。これら Kついて市で規

制，指導できるものは械般的 K行ない，関係機関の連絡を一層密にし，さらに上・

下水道の整備普及と予防対策の充実強化をはかり，健康な市民生活を維持しなけれ

ばならない。

また，本市の美化活動は，昭和 38年の美化都市宣言を契機 K一層の充実がはか
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られ， 叶初の「イい、っぱい主Jf動」から漸次環境美化・都市消制活動へと J~: 点を移行

し， 14施されている。

このほか，そ膝昆虫臨除等も地域の衛生活動と密接な述絡を{呆ち，杭極的 K推進

されている。今後は，これら消掃・防疫所動の充実ととも K近代的な住七都市にふ

さわしい環境衛生施設の整備が大きな課題となる。したがって火葬場 ・墓地等につ

いても整備を急がなければならない。

②計画

付)保健所

保健所は，地域の保健衛生 VCf[i:要な役書IJをもつものである。しかしながら本市

は，現{E八五 f保健所竹内におかれ，乳児保育指導をはじめ，健康相談等保健所

所住地域との/lUVC格主ーを生じている。

最近，却j保他所の市内山設が具体化し，南部地 l孟K実現される予定なので，保

健・衛生施策の充実が期待されるが，今後の協力体制については，次の方針Kよ

る。

a 成人病予防，衛生教育については，保健所と提携して一回充実をはかる。

b 防疫，車内政予防等，主として市の義務的なものは，保健所の協力を得て万

全を却jす。

c 母チ衛生，栄養改善等主K保健所業務K属するものについては，一般の水

準以上VLJfliめるためI dJとしても独自な事業を行なう。

d 狂犬病予防，粘神衛生等保健所の主体業務Kついては，今後も積極的K協

力し，公';1f問題 Kついても共同で対処する。

e 食品衛生等，従来市が関係しなかった部門についても連絡を密K し，一層

の向上をはかる。

(ロ)市の施策

市は防疫をはじめ，疾病予病対策h 環境衛生対策等を行なうが，関係機関との

述絡のうえにたって，次の施策を講ずる o

a 成人病対策

死凶統計からみると，脳卒中，ガン，心臓病等の成人病が疾病の首位を占め，

肺炎，事故，老哀がこれ K続いている。この傾向は医・柴学の進歩 Kよっても

早急 K変ることは与えられないので，今後はこれらの疾病を中心とした対策を

すすめる。

現在，老人制祉法による検診，一般成人κ対する刊の検診が実施されている

が，さらに受診唱を高めるため無料巡回相談を行ない移動検診市の探用を検討

する。また，村密検斉等 Kついては，医療機関を利)TJする。

b 伝染病対策

法定 .ffHi三伝染州による死亡は1M近きわめて少ないが，今後は先生を背11廷

にする努ノJを続ける。防疫対策として市の実施するところは，そ族品虫駆除，

予防接相，検使等であり，食品衛生Kついては新設保他所Kよる強化充実が期

待される。

子防接_ftJ!は， .FJ~行の定期予防接相のほか， 円ノド脳炎，インフルエンザ Kつい

てもさらに桜極唱の向上をめざし，またjI二戸水の汚染Kついてはi自立栴導を行

ない，防投の )J~ を J目する。

法~伝染病山、百の収容施;没としては，東部共立病院市11介 K よる l指向IE病床 2 0 
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床があるが，今後は必要 K応じ増床をはかる。

C う歯対策

最近の厚生省の実態調査によれば，国民の 72% がむし歯K催患され，広く

蔓延していることが明らかにされた。これによれば，子供は生後 2.3年の間K

むし歯が増加し，年令が進むにつれて，重症化への傾向がL、ちちるしL、。この

処置状況を見ると，子供Kおいては処置率が低く，むしろ 30才を過ぎた，大

人の方が処置率が高くなっている現況である。

このことから，歯科衛生における母子歯科保健の意義はきわめて大きく，低

年令層のむし歯予防，抑制，治療など総合的な歯科衛生施策の確立が必要と思

われる。本市は，その強力な予防対策のーっとして，水道水に沸化物を添加す

ることを早急K検討する。

d 結核対策

結核は戦前の死因第一位当時からみて著しく滅少したが，今後もなお検診K

よる早期発見等の予防対策を推進する。

e 母子保健・精神衛生

保健所の行なう業務のほか，市においても保育相談，低所得者層への栄養支

給等を行なう。乳児死亡は最近かなり減っているが，未熟児K対する対策を強

化するものとし，市内病院の病床増加にあたっては，未熟児病床の増設を要望

する。また，精神衛生Kついては，保健所の新設により精神衛生相談室が設け

られるので， この活用を指導する。

f 救急業務

交通事故については，救急病院に夜間専門医が不在のこともあり，今後は診

療科目を十分に考慮し，診療体制の強化を促進する。また，救急指定病院 Kつ

いては，地域の実情に応じ，その増加をはかるo

g そ族昆虫駆除

昆虫駆除は伝染病予防のほか，衛生害虫以外の昆虫撲滅により環境美化対策

ともなるので，各種の煙霧機等を充実し，地域の衛生組識とともに広範囲K実

施する。

そ族対策は一般家庭への薬剤配布を主として行なう。

h 衛生教育

特に防疫関係では，一般の衛生思想、の向上が必要であり，その他各種疾病予

防，栄養改善Kついても衛生教育の普及が必要なので，公民館，地区センタ一

等を利用し，保健衛生教室を開講するなど効果的な PR活動を行なう。そして

市民Kよる衛生活動を組織化し，その育成強化をはかる。

i 美化活動

美化活動は美化協力員を中心とした市民運動としてより一層推進するため(!C.

きら K組織を強化し，地域清掃を主とした活動をすすめる。

不法広告物および河川不法投棄の監視，広場・街路・花壇の整備，植樹等に

ついて市民の協力 Kより横極的 K行なう。

火葬場

炉，本屋，待合室を近代的，かつ最近式設備Kかえるととも(!C.構内に駐車

場，花壇を整備し，全体を明るい感じの公園的施設とする。



k 墓地

墓地Kついては，保健所と協力して，塀，通路等の整備を関連法律K基き指

導するとともに， 市営墓地も周辺整備Kつとめる。市内に散在する私有墓地に

ついては， 区画整理の中で集団化を検討する。

また納骨堂の建設も考慮する。

l 公害対策

騒音，ばい煙，水質汚濁等の公害は処理機関がまちまちで，実際K公害が発

生しても，市町村では直接取締ることが困難であったが，最近法の改正K より

これら都市公害のうち，騒音規制Kついては，市K委任されることになったの

で， これK対応した市の処理体制を改め積極的VC:， この解消をはかるとともに，

この外の都市公害についても所管行政機関と協力して解決をはかりたL、。

判 医療機関

医療機関Kついては，適切な分布と高度な医療設備の完備が望まれ，特K疾病

予防等市民の健康管理と密接な関係があるので，今後一層整備しなければならな

L、。

a 病院

現在，市内には 8つの病院があ り， 病床数は 694 床となっている。しかし

ながら急激な人 口増 Kより患者数の増加も予想され， さら K増床の必要がある。

なお，施設の計画目標は， 下表のとお りであり ， その実現をはかるため，積極

的K施設の誘致を促進 し， 市民の要望にこたえる。

表- 48 増床計両

決定;一 般 結 核 精 神 伝染病

床
昭 47 700 5 0 300 40 

数
昭 52 1.200 100 400 60 

b 市立病院

現在，市民要望Kより市立病院 (1 0 0床) が設置され，年々市民の利用が

増加している。今後の計画としては，公立病院としての立場で，保健所または

市内一般病院と連絡を保ち，地域社会の医療センターとして役割を果すべく，

次のとおり整備拡充する。

0 ガンを中心とした成人病センターを併設する。

0 諸検査および治療設備の拡充整備をはかり ， また数急業務内容を充実するq

0必要K応じた病床の増設を行なう。

0付属施設として准看護婦養成所を設置 し， 看護婦の不足解消につ とめる。
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c 診療 j折

現在， 市内の診秘施設は，一般 50施設，歯科 24施設であるが，病院施設

とhi]嫌，今後とも噌設が必要である。特K地域的な配胞のもとに柏村i的に施『没

の誘致をはかつてゆく。

(4) 治安 ・防災

① !咋務

付) J>L iJt 

11(1瓦1~ 2年，?号制庁日野手干察署として投聞きれ， 日野町全域を竹轄することに

なったが，昭相 23年の制度改革 K伴い日野町公安委員会の管特する ['1治体??察

となった。

きら K昭和 26年の改正Kより l司家地点!警察東京都日野地区イヰ察署として， 円

野， 七生，多摩，稲城の 1町 3村(1[1司る広域特轄となり，警察力も 一段と強化さ

れた。また， この制度は昭和~ 9 年，警制庁日野!警察署と改正され現 (F(1[干ーって

L、る。

1見(1:，市内(1[1 3ヵ所の恥庄所，派出所を百e[fj'し警察官約 200名を有し，犯

罪国査をはじめ治安にあたっている。

年次別犯罪状況は次のとおりである。

た-4 9 犯 罪 状 況

決誌と 凶悪犯 粗暴犯 盗 5日 知能犯 風俗犯 その他 計

発生 件 数 6 49 326 28 1 64 474 
昭和

検挙件 数 4 36 92 28 1 57 218 
37 

検挙率 66.6 73.4 28.2 100.0 100.0 89.0 45.9 

発生 件 数 4 46 414 44 。 136 644 

38 検挙件 数 3 43 87 41 。 130 304 

検挙率 75.0 93.4 21.0 93.1 。 95.5 47.2 

発生件 数 15 36 166 21 1 126 365 

39 検挙件 数 7 28 46 1 7 1 73 1 72 

検 挙率 46.6 77.7 27.7 80.9 100.0 57.9 47.1 

発生 件 数 16 54 555 36 2 183 846 

40 検挙件数 10 47 192 30 2 171 452 

検挙率 62.5 87.0 34.5 83.3 100.0 93.4 53.4 

発生件数 9 57 549 41 2 152 810 

41 検挙件数 6 52 165 33 2 133 391 

検挙率 66.6 91.2 30.0 80.4 100.0 87.5 48.2 



(ロ) 件備体制の強化

人11のwi)]11 (tCともない出品尺隙上[~.IIYの dJイh1[1:化Kより件仙休fljljの強化はますま

す必~:である。特(tC n 在11"r ， 派出J1r の附 i没，!咋祭刊のWIL1 とあわせノξ トロールの

強化， 椛助ノJ の狭山j がく~I， 務であり ， 'JHlの'，'.J~J 11j1f iJ:と木然防止を強く't(，¥，'j'したL、。

なお， I山係機 |却と協))し ， メJ 災 'F変十万;緊急 'Ji.態 K 刈' )，~; できる休部Ijを つ ね(fC{iiil え ，

rlf N.の'交全をはかるよう充実すべきである。村氏交.iJli'JU改は色、激の一途にあり，

これが対応策 Kつ いては ーI1γjの配肢を民約するものである。

① 消防

(イ) J.凡出

本 rlIの消防体系は-*点消防 )j:f l 野消防将 ~þ_ び(fC r I野，UmWLllからなる a

a 常備消防(消防署)

常{Jl!ii!'1防は消防車11織法 (昭和 23年)の施行により dJ-の事務とされ，!号制rt

消防ifflS より 11 治体消防'X-として党起したものであるが，大災'，I~: に対する消火川

動隣接市町村との相互)，む援または財政fl1"11の附ノμ 人'J~交流の件卜!日等に対処し

げilW体制の強化をはかるため， 昭布， 3 5年，消防凶 Kかかるもの伸びK水平iJ胞

i設等 K凶するものを除き ， _!;jミボ剖_)(fC委託し，今 fl(fC -tっている。

近時人 Ilの.lfl)Jn，宅地造成による {i:1; f1Jの拡大，建物の刈j同化及び:t~f. 業党)1~

K伴 う 化 学 L業の進出 Kよって災芹の級制|はますます抑制t化する傾向 Kあるがb

これら K対する機械力牧びK職品数等，J>~ イ1))は次の，@りであり， if'jW Jj 二 竹ノJ~

(fC /Jミす ~l~ 取には述していな L 、。

h-5 0 7l'í防力 J，~準と現行比較
(昭和 42年 7)~ ) 

l丞 分 出張所 jド輔介計 ポンプdI 救二1，* その他 峨[1数

JJ; ?隼 4 1 9 1 5 2 2 9 2 

f~ U 数 3 7 5 1 1 5 1 

b 非常備消防(消防111) 

非常備消防は， I~~ 和 3 5 年消防 'J~ (tの委託を契機に制成伴えをh¥，、 IIJ搬式ポ

ン プ 11 )，~を乙 5 )J~ (tC .WI強し，機械)]の.Jfl)JII VCより 19分l叶8501"， を 8分UI

乙5 部 540 名 K控備鮒少し， さら K昭和 42 1.ド 520 名(fCl改め分散配備して

L、る。

(ロ) rflー|面

a ，打民の生命， M症を火災をはじめ作 fllI 災計から ' 、J: るための m~)j 行政は rU勢

の発反状況とあわせ胞 1没の挫備と .ittlll':_配日をはかり次のJ11について充実をす

べ きである。

0 火災予防体iIJIJの充実強化

。科学m肋 )Jの別強
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o両層建築物 K対する処置

。水防・水利の増強

o水防体制の強化

。宅地造成計画地への消火施設指導の徹底

o救急，救助体制の整備強化

。非常備消防の組織編成

b 常備消防(消防署)

本市の地形，人口の分布状況により特K建築物の高層化等陀対処するため，

目標年次までに消防出張所を浅川北部地域 1ヵ所，浅川両部地域 2ヵ所を新設

し，機械力の増強ととも K現有ポンプ車等車両 7台を，ハシゴ車を含め基準台

数に近い機動力を有する体制を確立する。

c 非常備消防(消防団)

消防団は常備消防とことなり初期消火，残火処理ならびK水防，防災活動等

欠くことのできない組織であるが，近年，住宅街の進出が著しし居住者の多

くは勤労世帯であり，従来消防団構成の中核であった農業世帯の青壮年層が減

少し，団員の確保 K困難をきたしつつある。

今後，機械力の強化と団員の質の向上をはかるとともに現在 8分団 25部の

部制を廃止し，再編成計画を樹立し整備充実をはかる。

③水防

付) 河川等の現況

日野市は水防法第 7条および災害対策基本法第 5条K基づき河川水路などによ

る災害 K対し水防態勢の万全を期する。

当市の河川などを大別すると次の 5水系 K分かれる。

1. 多 摩川 水系

2 浅 川 水 系

3. 程久保水系

4. 大栗川水系

5 その他の水系

多摩川，浅川について，建設省および都 Kより護岸改良が進んでいるが，浅川

の|有側 Kある程久保川1，大栗川水系の倉沢川はとも K延長が短かしそのうえ丘

陵地帯は宅地造成等のため降雨時Kは急速に雨水が流下し， しかも川巾がせまし

曲折も多く，流下能力が少いので浸水 K よる一部被害を生じている。その他の水

系とは，主として本市北部の水路をさすが，断面，勾配などが不規則で系統だっ

ておらず，集中豪雨 K際し日野中央台地を除いた多摩川，浅川沿いの低地区域 K

浸水の被害が生じている。

河川の整備状況Kついては，一部未改修個所があるのでこれの改修の促進を関

係機関 K要請する。

(ロ)水防計画

水防K関しては，水防法，災害対策基本法及び東京都水防計画にもとづき洪水

を警戒し防ぎょし，これ Kよる被害を軽減すべきであり，当市としては災害対策

基本法により ，地域防災計画を定め，住民の生命，身体及び財産を災害から保護

し，総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進をはかり常に災害，危険区域の

調査研究及び改善 K努める。特~，南部丘陵地帯の宅地造成の実施にあたっては



団‘-

折噂を徹底するo

a t.刻係機|刻との述絡

河川用水，I羽i止等の通報Kついては|刻係機IYjとの辿絡，情報の肥鋸Kつとめ，

l弱Jd:， J..k.位等の通報並びK述絡は次のとおりとする。

〔連絡通報〕

7・"守雨113 0慨をこしたとき

ィ. 3時IIUK 50 仰をこしたと き

ウ. 日時祉 10 0仰をこしたと き

(連絡系統)

b 災害非常配備

日野市災芹対策本部条例 κ必づき，災?子が先生，または発生するおそれのあ

る場合は，市長を本部長として対策本部を設置し，その被需の防止κつとめ，

また，消防署，消防団の有する全機能をあげ曾戒防ぎょ並びKその他災等によ

る被災者の放出，救急 K万全の摘置を講ずる。

c 資総材の整備

災害発生 K備え平長a から準備し，また，緊急の制連指 l問を講じ，応急対策資

器材の備蓄数，調達先及びその連絡先等を常K把握し，朕備点検するものとす

る。

d 消防烈兵の整備

現有可搬式ポンプを目標年次までに内輪ポンプ kj:i.Kきりかえ，消防出張所の

遠隔地域から順次計画的 K配備する。

e 消防水利

水道給水計画K もとづき消火栓が各所K設訳されつつあるが，未給水地域 K

対する対策として貯水糟(水利基準容 11)の設置，控備を行なう。特 K農業用

水路が排水路と変り使用不能の状況Kあることも与はし，全 rp的K貯水梢娃設

K努め，消防水利の確保にあたる。

f 火災予防態勢の強化

防火対象物の~1同 K対して火災の 1ft J山鎮圧，予防態勢等被 r，'fをM少限度K防

止するため，防火竹見知識の汗及指導を行ない， 市民のn主的火災予防組織を

次のように佐立したL、。
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1. 防火モブノレ地区の設定と育成

(市による初期消火態勢の確立)

2. 火災予防台禁制JJtの強化

(消防職品 Kよる事f!IJ均防火育祭)

3. fl衛消防の育成

(会社，工場， 事業所等の防火竹埋者の荊碍)

4. 危険物lj元扱業者の指導

g 教 ~~， 救助態勢

人 11の増加とあわせ各極版業等も大きく変化しつつあり，放急及び赦助活動

の充実を急がなければならなし、。市勢の発展状況により救急中等の増加をはか

り，特 K指定病院の配置を与慮し，傷病再受入れ態勢の万全を期し，必要探材

の整備につとめる。

(5) 通信・ガス

①郵便

付)現況

市内の郵便局は集配局である日野郵便JpJをはじめとして.七生・多摩平・豊田

駅前・刈幡・日野介郵便局の計 6局である。

現在， 円野郵便局が取扱っている 1日平均の集配数は約 2万通である。受付数

よりも配虚数が圧倒的 K多い近郊型で，個人住宅への配達が市点的 K行なわれて

いる。

しかし，現在の郵便局数，ポスト数(5 3ヵ所)では，郵便局あるいはポスト

まで速く不便な地域が多く，今後都市化が進むKつれ，その日目要はますます駒大

するものと考えられる。

(ロ)計画

現在日野郵便局においてすすめられている計画は次のとおりである。

a 局舎の移 I伝

'Fr地l込への移転が計画されているが，移転後は地下 I階"地上 2階の新局舎

が予定されている。これにはさら K上vc2屈の朋築も可能であり， 20万都市

の集配機能 K十分対応するものと考えられている。

b 無!)ミ配局の噌設

現住，平山下河原の 2地区を対象 K新設計画がすすめられているが，これ

からも引き続き附設を要するものと考えられている。

昭和 52年およびそれにいたるまでの郵便業務Kついては川の施設にまっと

ころが多いが， 市民の日常生活と関係が深いので，無集配局の早期明設，郵便

ポスト，切手光りさばき所の明置等については特 K伯極的に働きかけるととも

VC，状況K応じては集配局の分宝殿能のYJI琶を要約するなど同|刻係汗との述絡

をさらに深める。

② '11 話

付 )現 況

昭和 37年IG品業務は， 日野郵便局より独立業務として， 口町;i{l報HJ:話局へひ

きつがれた。

以米設備の改 JR-拡充がすすめられ，駐在'dJ:話)]11人は約 8，0oo{l，普及率はほぼ

3世帯vc1台の;ヰIJ合である。
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氏 5 1 屯 Il，li)]n人数の俳移 ( 4 2. 3. 3 1 ) 

訟とと 37 .{ドj止. 38年度 39年度 4り年度 41年度

)JII 入 数 2，949 3，741 5，0 2 9 6，908 7，94 7 

込 数 1，り 53 1，446 1. 9 1 4 2，118 2，54 0 

r)，甘 数 736 1，3 9 6 1，9 2 8 2，22 7 3，3 6 8 

1 0 0 IU:帯あ 2 2.3 2 5.1 28.5 3 4.7 32.5 

たりの加入数

上の長で切jらかな通り， )JII入再の年々の庁l加にもか かわらず，柏対日数(巾し込

んでも架設できない数)の附加がし、ちちるしく ， IU~の、すぐひける H 川市f への

要唱はつよ L、。今日，'lG訴は生活必;Mn7，(ICちかく ，柿滞数の解消を早急(IC，はか

らなければならな L、。

(ロ )計画

現ι，IIJ七生地区への分局の設置計|尚iがすすめられているが，完成は昭和 44 

年， 業務IJfJ始はIlIj年 12 )~ (IC予定されている。

計画では， 目標年次 Kおいて 13000件の加入がみこまれている。これKより

現在のがi湘の大半は解消されるものと与えられるが，報 45年Kは，..$局の用築

が計画されているので，昭和 47年にはほぼ申し込み K対し完全充足(巾し込ん

で 1カ月以内K梨設)できるものと子飽きれる。本局での目標年次における煙、定

却|入再数は 35.000件である。したがって，昭和 52年 Kおける市内の屯話普及

率は約 70 %強 K達し，市民の電話需要は，およそみたされるものと考えられる。

また，本市においては，昭和 36年打線放送が創設され，旧七生地|乏に芹及し

ている。(昭和 41年加入戸数 736 )， )Jn入状況については，屯話普及にともな

いかなりの減少が予偲されるが， "Ulj [而公社線への接続を検討する。

rriJ時K上記施設計幽の'rl.期実現， 日常便利な公衆屯話の増置，nI搬型交換機に

よる局地的結対日の解消等を局凶係者 K要請する。

なお，一般lG報は，ト日話普及K伴い大幅 K減少するものと考えられ，今後は企

業|悶 Kおいて加入再相互間で這報を直接送受するテレックスの普及が子位、される。

現在本市では， 7社 iり本のテレックスの加入をみている。

①都市ガス

(イ) 本市の都市ガスは，昭和乙 3年から東京ガス株式会社Kより ，立)11日野橋を

経てよきり込まれ，各Hfi~ :求 K供給されている。

供給地区は，巾州街道同j側と多摩平，盟国 一円及び干山の-fTsが主で，舷近

K いたり，浅川 I布地~の百草，程久保 K も係争iT されたが，全世十告に対する比率

は 37.5% と低率である。



友一 52 都市ガ ス 敷設の推移

年
道 路 種 ~U 

布設合計延長
度 舗装道路布設延長 未舗装道路布設延長

本 管 o m 654m 

39 1，1 30m 

支 F回告争

「 292 m 1 8 4 m 

本 管 1，144.9 m 5 6 5.9 m 

40 2，90 8.2 m 

支 管 661.2 m 5 3 6.2 m 

本 管 8 3 5.3 m 3 0 6.4 m 

41 2，0 1 5.7 m 

支 管 422 m 452 m 

本 管 455 m 955 m 

42 6 9 0.5 m 

支 管 o m 1 4 0 m 

メ口斗 本 管 2，4 3 5.2 m 1.621.8m 

6，74 4.4 m 
言十

支 管 1，3 7 5.2 m 1，3 1 2.2 m 

(ロ)供給 計画

住宅の増加，工場団地の造成及び市民生活の向上なとから， 今後需要の増大は

必至 とみられている。都市ガス施設の敷設には経費と日時を要し，特K道路の整

備が必要とされるが，昭和 43年からは，百草，落川， 三沢の一部 と日野桑園の

周辺， きら K昭和 45年には， 四ツ谷周辺の供給が計画され， 逐次供給区域の拡

大がはかられつつある。

今後，さら K供給地域の拡大をはかることが望まれる D
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ヤ
図-22 都市ガス供給計画図

fL 1ヲリ

仁二コ 現 況

匡三ヨ 43年 工 事 予 定

回m.45年 目 標 地 区

• (G) の 略
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第3章行財政運営の指針

第 1節行政運営

従来より行政運営の改善に努めてきたが，本計画実胞にあたり， さらに組識をあげて

行改の効率的運営をはからなければならない。したがって市行政における機構の改善と

人事管理の適正化に!渇し，一段と配慮を加え，行財政運営の合理化，能率化に努め，市

民福祉のより向上をはかり，行政需要に相応した近代的な行政運営を推進する。

組織・機構

本市の組識機構は，行政需要に対処し，行政水準の向上をはかるため現在，市長部局

においては， 5部 24課，水道部，市立総合病院， 2支所， 3出張所，その他では行政

委員会等， 5事務局となっている。

表-53 組 織 機 構 図

1111 
1111 

l 
Fー「

事
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今後の目標としては，次のような都市化に対応した行政組織の整備，改善を促進する。

(1) 各執行機関の調整，連絡の強化推進

(2) 本庁，支所寺の事務機構ならびに行政内容の改善

(3) 特定事務の民間委託

(4) 市庁舎の建設

2 人事管理

行政事務を能率的ならびに効率的に処理するためには，適正な組識強構とともに職ヨ

の適正配置ならびに資質の向上が行政執行のうえで重要な課題となる。

今後，行政分野の多様化と市勢の発展に伴い，市の組織人員は必然的に増加する傾向

にあるが，極力，その，~脹を抑制するとともに，職員の勤労，意欲を増進させる態勢を整

えた合理的な人事管理が必要とされる。

今後の方針としては，次のような整備，充実を推進する。

(1) 定員管理の合理化

(2) 職員の適正配置

(3) 研修制度の充実，強化

( () 勤務評定制度の確立

(5) 昇進制度および給与体系の整備

5 事務改善

行政事務を効率的に遂行するため，事務能率向上運動の一環として提案制度の採用等，

事務改善に積極的に取り組んできたが， さらに増大する行政需要に相応した改善の方策

を研究し，事務を「迅速J r正確Jならびに「経済均」に処理する態勢を整え，市民サ

ービスのより向上を促進する。

今後の目標としては，次のような整備，充実を推進する。

(1) 事務能率向上運動 D推進

(2) 合理的，能率的事務体制の確立

(3) 事務処理の「単純化 J 1"標準化J r専門化」

(4) 事務の機械化

(5) 共通事務，窓口事務の合理化

(6) 提案制度の充実，強化



第 2節財政運営

1 現況と課題

本市の財政規模 は，人口の増加とともに急激に増大している。 最近 5カ年間における

財政の推移は 表-54 のとおりであり，市税収入は実質年平 均 約 21.6% の増加率

となり，総収入の約 55%を占めている。収入面をみると， 健全 な財政状況となっている

が， 支出面からみると 年 々財政需要の増加が著 しく今後の重要 な課題 とな るO

実 -54 財政政状況調 (単位万円)

人 口

三党
才 入 才 出

人 口 増加率 市 税 園都支出金 その他 総 計 人件費
物件費 普')ì:通業~:占民設
その他

(4.9，2 4 3) (20β49) (17，740) (87，532) 
金 額 20，160 25，791 41，567 

49，243 20，.:;4り 1 7，740 87，532 
51，5 87 7.9 38 

56.26悌構成比 2:丸17 2027 100 23.03 29.47 47.50 

(60.1 32) (23，1 0 8) (13，536) (96，776) 
金 額 27，528 30，331 39，5 44 

61，5 53 23，108 13，676 98，337 
56，5 9 7 9.7 39 

62.59鴨構成比 23.50 13.91 100.0 28.26 31.14 40.60 

σ3，744) (3 1，5 11) (43，674) 148，929) 

金 額 36，530 38.665 67，180 
74，916 3 1，5 1 1 44，608 151，035 

61，706 9.0 4 0 
4 9.6 o~も構成比 20.86 29.5 4 100.0 25.65 27.16 47.19 

(88β06) (25，211) (30，128) ~1 44，145) 
金 額 48，189 49，000 47，822 

89，621 25，2 11 38，788 153.620 
69.226 12.2 4 1 

58.3//0 
構成比 16.41 25.25 100.0 33.23 33.79 32.98 

。07β49) (29，924) (49，6 92) (187，465) 
金 額 49，488 64，374 83，629 

109，266 29，924 58，301 197，491 
75，592 9.2 4 2 

55.3卦構成比 15.15 29.52 100.0 25.06 32.60 42.34 

昭和 38年を基準とした年平均増加率 21.6 18.7 58.2 22.6 25.9 25.7 27.7 

目 。本表は普通会計として， 一般会計及び都市計画会計の合算額である。

合算については，一般会計才出， 繰出金と都市計岡会計繰入金を相殺した。

o才入欄( )内は実質(昭和38年基準)を示す。

。資料は決算統計による。ただし， 昭如 42年においては 12月末日予算現額である。

2 将来と指針

財政規模 については 表で示すとおり， その伸長率は実質年平均約 22.6% とい う高率

であるが，人口の増加率 と比較 した場合，減少の傾向にある 。ま た，人円 増加率 と市税

収入伸長率 を比絞 して も年 々若干ではある が， 収入率が低下 してい る。このような状態

の中で，財政 の将来信計はきわ めて困難で あるが，昭和 38年度を基準とし ，今後現

行法令下の状況が大きく 変動 きれないという前提に立ち，年 々増加 率を 市税 14% ，国

総 計

87[> 18 

100.0 

97，403 

100.0 

142，375 

100 

145，011 

100.0 

197，491 

100.0 

23.8 
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都支出金 12% ，その他 24% と仮定し市財政の収入規模を推計すると，下表のとおり

となる。

え-5 5 才入規模推計 (単位万円)

昭和 38年(基準年次)の状況 目標年次の状況 年増加率 1 0カ年間

項 目 金 客員 構成比 金 額 構成比 % の累計額

市 税 49，24 3 56.3 368，73 1 44.4 1 4 2，1 9 2，6 34 

園都支出金 20，549 2 3.5 1 00，409 12.1 12 6 3 5，4 2 6 

そ の 他 1 7，74 0 20.2 360，4 28 4 3.5 24 1，64 5，5 4 4 

才入 総計 87，532 100.0 82 9，5 1 8 1 00 4，473‘604 

この場合，今後の方策としては，補助事業ならびに地方債資金の拡大とこれらに伴う

一般財源の確保が最も必要となる。また，才出規模については，本計画事業遂行にあた

り建設事業が増大するために，人件費および物件費については極力その節減につとめな

ければならない。

-々5 6 才出規模推計 (単位万円)

昭和 42年度の状況 目標年次の状況 年土勧H率 1 0カ年間

項 目 金 額 構成比 金 額 構成比 % の累計額

人 件 費 4 9，4 8 8 25.1 % 153‘696 20.3 1 2 9 72，63 9 

物件費その他 64，374 32.6 19 9，924 26.5 1 2 1，2 6 5，1 8 6 

建設事業費 8 3.6 29 4 2.3 4 0 1，9 7 8 5 3.2 1 7 2，1 9 1，0 1 9 

才出総計 197，491 100 755，598 1 0 0 4，4 28，84 4 

本計画における総事業費を約 230億と仮定した場合，才出における人件費，物件費

の構成は目標年次において，それぞれ約 200/0， 27%とし，娃設事業費については，才

出規模の約 53%を目標としなければならない。

以上のように，今後の市財政運営にあたっては補助事業の拡大と補助基準単価の適正

化の促進，補助条件の緩和，各事業における市超過負担の解消などが必要である。

また，起債事業については，地方債貸付額の拡大と許可制限の緩和を要請するなど，

財源の確保に努めなければならない。なお，市財政については，社会経済の動向により

変化することが考えられ，特に才入においては一時的増収に頼り過大な財政運営となら

ないよう十分配慮、し，才出にあたっては，消費的経費の効率的な使用をはかり，投資的

経費の増大につとめなければならない。

本計画事業の実胞については，緊急性，先行性，地価の変動等を考胤のもとにこれら

に対応した年次別財政計画をたて，短期実施計画により常に収支の均衡をはかり，本計

画の達成につとめる。
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日野市基本的総合計画審議会に対しての諮問文

日野市基本的総合計画審議会

会 長殿

ð~ 問

日企画発第 44号

昭和 43年 6月 7日

日野市長 フ有 山 根

市政の方向を明らかにし住民福祉の向上を図るための日野市基本的総合計画を定めるに当り別添の日野市基本

的総合計画試案に関し貴審議会の意見を問う。

日野市基本的総合計画審議会よりの答申文

昭和 43年 11月29日

日野市長有山 根殿

日野市基本的総合計画審議会

会長正国 務

日野市基本的総合計画について(答申)

日野市基本的総合計画審議会は、昭和 43年 6月7日貴職より諮問のあった、 「日野市基本的総合計画試案」

に関し、慎重に審議した結果、審議会の意見を別紙の通り答申する。
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はじめに

笈
仁二事 申

最近の首都固における人口産業の集積においてもたらされた社会，経済変動は，地方自治体の体質を大きく転

換させようとじており，市町村の行政も，従来の近視眼的な施策では到底即応できない状況にあり，これに対応

するには，長期展望にたった総合計画を必要とすることは，全く異論がないものと恩われる。この時に当り，貴

械が日野市基本的総合計画を策定されたことは，時宜を得たものと思われる。したがって当審議会は諮問のあっ

たこの種の計画は，地方自治体が当然に持たねばならないものであることを前提として計画試案が適切かつ妥当

なものであるかを中心として. 1 0回にわたる審議会を開催し，調査検討を重ね，つぎのように答申するもので

ある。

。五、、三D.
市也、 百問

本計画試案が長期展望 Kたった市政全般についての，基本的施策を求めたため，一般的に総合計画がおち入

りやすい総花的計画であるそしりはまぬがれ得ないものであるが， さらに日野市が地域の有利性を認識し，個性

ある都市を形成する意欲を強調し，同時にこの計画をつぎのような基本的哩念にたって，実施するよう要望する。

0 この計画はあくまでも市民生活を最優先とするもので，何が市民要求であるかを洞察して，基本方針をく

ずすととなく貫徹する気構えが必要である。

0 との計画が画餅に終ることなく結実するためには，広く市民に計画内容の浸透をはかり，納得の上にたつ

た市民の自発的な協力が不可欠なものであることを再確認されたい。

また，この計画実施については，早期に諸施策の関連を考慮しさらに，自主財源を基調とした財政的裏付けの

ある短期実施計画を策定し，計画の目標を達成されるよう配慮されたい。

。地域開発の推進

1. 土地利用について

明年 6月施行になる新都市計画法および建築基準法等の関係法の改正によって，土地利用計画の変更が余犠

なくされるものと予想されるので，つぎの点を慎重に再検討願いたい。

0 農 ι也を単に住宅地域の外周に集約することでなく，営業希望者の意向を尊重し，一定規模の区域が確保さ

れるならばこれを調盤区域として，残すような配慮を望む。

0 建築基準法改正により，建ぺい率の緩和が予想されるが実情にあった改定を十分検討の上実施されたい。

O 豊田駅北口商業地域の区域変更については，実情にあった指定を行うよう望むコ

2. 市街地整備について

0 万願寺土地区画整理地区は区域が大きいこと，既成市街地と農耕地が混交していることから実施に困難性

があるものと思われるので，区域の分割，縮少を検討されたL、。
0 区画整理事業は組合施行方式を助成奨れいし，農業者等が自発的に行えるよう信導することが望ましい。

O 区画整理事業については，民胡宅地造成業者等による開発と並行して行うととには 異論は ないが羽行の減

歩を緩和するよう方策を確立し，かつ土地所有者に対する理解と協力が得られるよう積極的に求め強行する

ことなく推進されるよう望む。

0 仲田地区の整備が隣接区域と並行して行われるよう望む D

。生活環境の整備

1. 交通

0 都市計画街路 2.2.2の南方向は川崎街道 2.2. 1 2に接続することになっているが，これをさらに南方向に
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に延長し，鹿島台団地，三井団地を縦断し，都市計画街路 2.2.11に接続されるよう考慮されたい。また，

本市に散在する私道は横栂的に，市道へ遍入されるよう検討されたい。

0 本市の幹線道路となっている国道 20号線，都道 137号線は交通電の激増に伴い，巾員が狭小であり，

非常に危険な状況におかれているので早急に抜本的な改良を加えるよう，国と都へ積極的に働きかけるよう

望む。

0 百草駅ぎわ踏切は，取付市道も狭小で p 非常に危倹な状態にあるので，京王百草訳盛備を含めて，緊急に

改修計画を樹てるよう望む。

2. 上水道

O 団地等の専用水道は現在団地造成者の管理となっているので早期に市へ移管し，衛生的管理のもとに，遥

営すべきである。また，市水道の水源については，人口の増加による給水需要の増加と，水位の底下により

深井戸に過大な胡待をもっととは危険であるので 都分水による受水計画をほ傾的に推進すべきである。

3. 下水道

O 下水道計画は万願寺土地区画整理事業に依存するととが大きく，この計画が順調に進行しない場合は全体

の計画に支障を来たすととが予想、きれるので，区画整理事業の相互関連を調整して十分に検討すべきである。

4. 清掃

0 し尿，ごみ集収作業は本来市が直営方式で運営すべきであるが，経済性等により委託方式を採用する場合

には，公共的な公社等を設立し，業務を委託することとし，その維持管理及び監督指導は市が厳正に行える

体制が条件とされなければならない。また，ごみ容器等の改良により，能率的な集収方法を考案されたい。

この外，処理後の汚泥，焼却灰埋立の用地確保を計画されたい。

5.' 公園，緑油

0 今後市街化とともに，公園，緑地の必要性はさらに意義が高まるものと予想されるが，この確保について

は， さらに積極的な方策がとられなければならない。たとえば団地造成者には，未利用地を緑地に残すよう

指導し，公園を整備させるとともに神社用地等の一部公園への兼用，国有地の利用により，小規模なもので

もこのための造成に努力願いたい。

6. 農業

O 市域の 40%が農地であり，営農希望者が 200戸存続するという現実から農政と都市行政の調整の上に

たった柔軟な施策が望ましい。例えば，土地区画整理事業区域における農業従事者の意見には十分耳を傾け

区画整理を行った場合にも，農業は成立するような方策を樹て，明年施行される都市計画法による区域指定

および，地価対策に関連して，検討されている土地税制についても，農業者のぷ向を十分吸い上げ，農業者

が不安を抱かぬようあらかじめ施策を講じなければならない。しかしながら一方においては，都市化ととも

に，農業用水は益々汚染されることが予怨されることから，水田作目は漸次，畑地作目に転換するような指

導等「都市化に共存する農業」に対する良政を樹立されなければならない。また，立地的にみた市場の有利

性から農業生産品の消費芥への直結等流通機構についても，勇i析をもってのぞむよう切望する。

7. 商業

O 本市の商業は最寄品中心の商業のため， 市外への購買力流出比率が高められている原因となっているので，

人口，所得の増大，を勘案して，既成商居街の整備充実はもちろんのこと，大型事業経営者の誘致も検討し，

新しい高石街の形成を行い，商業圏の拡大を計る必要がある。又明年法律改正により，用途地域等の改正が

予:慢されるので，将来商業地域として適正な配慮を希望する。

0 駅前の商業地区開発計画に当つては， ~t俗的娯楽機却や風俗常業が先生することは排除の方針を樹てるべ

きである。また高l階以前道路用地が営利会社の所有地となっていることは，駅前商庖街発展の阻害となるの

で早急に移管方努力されたい。

0 豊田駅|判口駅前の商活街形成のため駅前広場を含めた振興計画を緊急に施策すべきである。

8. 工業
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0 小口事業資金の利用率をたかめるために少なくとも市中銀行より，すぐれた内容，利用しやすい条件とを

そなえる必要がある。また労働力の確保，定着の問題は企業の労働条件の改善とそ労働力を定着させる大き

な保嘩であることを見極めこのための協力態勢を講ずるべきである。

。教育文化の振興と市民生活の向上

1. 教育文化

0 人口増による社会謂要に対応した，幼稚園の配置は保育所との相互関係を十分考慮し，地域的に偏重する

ことはさけるべきであり，公立幼稚園の設置計画にあたっては，適正配置という観点、から，地域的状況を考

慮のうえ，幼児教育の振興につとめる必要がある。また本市に於ける私立幼稚園の占める比重は大きいので

このことに対する総合的な振興策を考慮すること。

0 義務教育に関する学校施設計画については，特に用地の計画的先行取得，並びに付属施設の拡大整備をは

かると共に，特妹教育においては，教育の理念からも，施設の整備を積極的に行うべきである。

0 教職員の資質向上は急務の問題であり，特に研修会への積極的な参加を促進する方針を講ずること。

0 社会教育行政全般の計画立案にあたっては，計画原案においても，今日の新しい市民意識の実態にそくし

たいくつかの積極的な提案がなされているが，計画原案の実胞に当つては従来の社会教育行政の既成観念に

とらわれることなく市民の自主性に即した，社会教育施設の整備充実を第一義的に推進されたい。

(1) 社会教育施設として，多摩平地区に建設されている社会教育センターは社会教育の場として広く地域住

民の中心的施設とする抱策を講ずること。

(2) 図書館活動については，新しい社会教育の場としての市民がいつでも個人的に利用出来る施設が必要な

ので，原案にある施設整備並びに，それに伴う資料の充実を早急に実現する必要がある。

2. 市民生活

O 社会福祉施策は現在国の施策にまっところが多いが，本市に於ては将来の地域社会の変貌に対応する社会

福祉計画とあわせて，独自の施策も積極的にすべきである。

0 生活保護計画としては，社会保障制度を十分活用することはもちろん，被保護世帯の救済には，積極的に

更正指導を行うこと。また，潜在被保護者に対しては強力な援助を行う必要がある。

0 盟民健寮保険は国の対策と見合った形で充実をはかるべきである。

0 保育所の計画にあたっては，施設並びに，設備を充実きせ，あわせて，乳幼児の保育も考慮のとと。公立

保育所の建設については，公立幼稚園に優先して，設置されるべきである。

0 地域の保健，衛生行政の上で，保健所の果す役割は大きく，本市では，高幡地区に保健所が建設されてい

るので，これを中心とした，乳児，保健指導，健康相談，精神衛生等，所在市の有利を生かし，交流を密に

して，市民の健康管理に努力されたい。また，保健，衛生の計画原案にう繭予防対策を加えるべきである。

その強力な対策のーっとして，水道水に沸化物を添加するととを早急に検討する必要性がある。

0 火葬場，墓地等に関する問題は原案で，設備の充実とあるが公害問題を考慮し，隣接市と協議の上，広域

的な建設計画をたてるべきである。

0 市立総合病院は社会情勢に対して，現行の 10 0床から 2J 0床以上に，増床すべきである。

0 都市災害の安全対策として原案は，おおむね妥当と思われるが，火災予防態勢の強化については，各関係

者に火災予防知識及び法規を周知徹底されたい。

0 公害行政については原案に示されていないが，最近，市街地域を中心として，公害による生活環境の悪化

が大きな社会問通となっている。近々公害行政のうち騒音規制は東京都より，本市に委任されるので，早急

にこれ等の業務を含めて，積極的に対応体制を確立されたい。

o 1 0年後の老令人口推計によれば， 6 5才の老人は本市の場合，対人口比で，約 6%と推定きれる。全国

と比較して，老人問題の重要性は本市の場合，やや低いと考えられるが，老人問題の地域的集中も十分に予

測され，さらに本計幽以後の将来に対する配慮もなさなければならなし、。この点から，老人福祉の増進は
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重要と考えられる。家にあって健壌である老人に対しては，老人クラブおよび家庭奉仕員の増員が必要であ

る。家庭生活の変化も考えられるので，老人ホームなどの対策はより強化されたい。なお，老人福祉法に基

づく予防検診は今後大いに拡充する必要がある。

む す び

以上，当審議会は諮問のあった，計画試案に対して，意見を申し述べたが，この計画が計画だけで終ることな

く，推進されるためには，特に，この計画の根幹をなす，土地利用計画が市民納得の上で，行なわなければなら

ない。したがって土地区画整理事業計画等，地主に対する周知徹底，理解を求めるための努力を怠ることなく，

計画の実効を確保されたい。また計画の先行性，緊急度，財政状況を十分考慮した上で適正かつ公平な運営に努

めることはもちろん，執行側は組識をあげて，効率的運営を行うよう配慮されたい。この外，計画推進の上で，

今後，莫大な公共投資を必要とされ，また，法改正にまっところの多いところから，国，都に対して，これらを

強力に要請するよう切望する。
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日野市基本的総合計画審議設置条例

( 設置 )

第 1条 市長は地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 13 8条の 4第 3項の規定に基き日野市基本的総合

計画審議会(以下「審議会」という。)を置く

(所掌事務)

第2条 審議会は市長の諮問に応じ，市政の方向を明らかにし住民福祉の向上を図るための日野市基本的総合

計画を調査審議して答申する。

(組織)

第 3条 審議会は委員 20人以内をもって組織する。

2.前項の委員は次に掲げるもののうちから市長が委嘱する。

1. 市議会議員 5人

2. 学識経験者その他 1 5人

3.委員は，当該諮問にかかる答申が終了したときは解任されるものとする。

(会長及び副会長)

第 4条 審議会に会長及び副会長を置き委員の互選によって定める。

2.会長は会務を総理する。

3.副会長は会長を補佐し会長に事故あるときはその職務を代理する。

(会議)

第 5条 審議会の会議は会長が招集する。

2.審議会は委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

3.審議会の議事は出席委員の過半数で決し可否同数のときは会長の決するところによる。

(書記)

第 6条 審議会に書記若干名を置き，市職員の中から市長が任命する。

2.書記は会長の命をうけ会務に従事する。

(委任 )

第 7条 との条例に定めるもののほか，必要な事項は市長が別K定める内
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付則

この条例は，公布の日から施行する。

日野市基本的総合計画審議会委員名簿

会長 正 国 務 (日野市議会議員)

副会長 伊藤 晴江 (七生農協組合長)

11 久保仁四郎 (自治連合会長)

委員 加島 兼吉 (日野市議会議員)

名古屋史郎 11 

森田喜美男 /1 

米沢 照男 11 

朝倉 巌 (日野市農業委員会副会長)

荒木高四郎 (日野市体育協会会長)

池田重太郎 (日野市商工会理事)

内田 吉久

大貫 武

原田 文男

日野 源作

中島 松枝

御子柴松治

森久保敏治

緒方 質

長谷川清候

斎藤好一

(日野市農業協同組合長)

(公立学校 P T A協議会長)

(地区労副議長)

(区画整理審議会委員)

(婦人団体連絡協議会代表)

(民生委員)

(教育委員会委員長)

(歯科医)

(日本放送協会職員)

(行政相談委員)



マスタープラン(日野市基本的総合計画)策定経過

昭和 42年

5・6 マスタープラン調査会外 7調査会主査を委嘱

5 .12 マスタープラン調査会委員を委嘱(1 7名)

6・9 マスタープラン詰ま会設置主旨説明

6・22 計画策定に必要とされる，行政資料の集大成(日野市の推移と現況)について，作成要領の説明

6・26 マスタープラン策定手法について各部局と打合せ会を開催(建設部関係，厚生部関係)

6 .28 マスタープラン策定手法について各部局と打合せ会を開催(民生部関係)

6・29 11 (水道部関係)

6・30 11 (総務部関係，教育関係)

7・6 計画策定手法について，調査会委員と専門研究員との懇談会開催

7・12 策定手法について建設部と再度打合せ会開催

7 .15 多摩ニュータークン公共下水道計画とマスタープラン下水道計画の関連について協議

7 .19 I日野市の推移と現況」原稿校正完了

7・31 各部局からマスタープラン第一次試案提出完了

8・4 第一;司マスタープラン第一次試案総括討議会

8・11 第二回マスタ プラン第一次試案総括討議会

8 .15 計画策定手法について，調査会委員と専門研究員との懇談会開催

8・22 計画手法について専門研究員より指導を受ける

8・29 第三回マスタープラン第一次試案総括討議会

8・31
1 マスタープラン第一次試案のまとめ

9・6

9・7 I日野市の推移と現況」製本完了，納入

9・15 農業委員会に対して，市長よりマスタープランの考え方を説明するとともに協力方を要請

10・25 調査会委員によるマスタープラシ試案検討会

10・30 調査会委員によるマスタープラン試案最終検討会

11・6 マスタープラン調査会より市長に試案を答申

11 .13 マスタープランの考え方について，市長が合同部者会見を行う

11・14 旧日野地区の地主関係者にマスタープランについて説明会を開催する。同時にマスタープランを理

解してまらうために小冊子 (B5， 12頁) I地主の皆さんへ」を発行する円

11 .17 日野市広報特集版で「マスタープランと私の考え」を発表し，同時に広く市民より， マスタープラ

ンについて意見を募集する

11 .18 旧七生地区地主関係者にマスタープランについて説明会を開催する

11・19 一般市民に対する，マスタープラン説明会を開催する

11・26 第二次マスタープラン調査会を設置する。同日この調査会委員 13名，事務局員 2名を委嘱する。

11・28 第二次調査会により 第一回調査会を開催する。第二次調査会の方針検討，計画の性格に|却する確認，

各委員担当部門の決定，スケジューjレの編成

12・6 市議会にマスタープランについて説明

12・8 第二次調査会により第二回調査会を開催する「地域開発部門」について検討

12・13 市長より第一次試案に対する見解，および第二次長への要望が各委員へ通達される

12 .16 第三回調査会を開催し， I生活環境」部門を検討
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12・22 第四凶調査会を胡催し「序章JI基本構想」を検討

12・23 日野市基本的総合計画審議会設置条例可決

12・25 第五回調査会を開催し「教育施設J 1"図書館活動J li清掃J 1"環境衛'I.::J I保健衛生」を検討

12 .27 第六回調査会を開催し「環境街生JI保健衛生」を一本化することに決定

昭和 43年

1・8 第七同調査会を開催し「産業」部門を検討

1・9 第八回調査会を開催し「社会保障 J I社会福祉」を検討

1・12 第九向調査会を開催し「産業部門」を修正

1・17 第十回調査会を開催し「行政計画 JI社会福祉」を修正， I社会教育J I社会体育」を検討

1 .19 第十一回調査会を開催し， I計画推進」の項を検討

1・26 第十二回調育会を開催し「財政」の項を検討

1・30 第十三回調査会を開催し，総括討議

2・2 第十四同調査会を開催し，図表倹討および総括的検討を行い第二次試案を決定

2・6 マスタープラン第二次試案を市長に答申

6・1 日野市基本的総合計画審議会委員を委嘱(2 0名)

6・7 マスタープラン第二次試案を同審議会に諮問第一回審議会を開催会長，副会長選任后，審議方針お

よぴスケジューノレを決定

6 ・27 第二回審議会を開 t陸， I序章J I基本構煙、」の原案説明，質疑

7・12 第三回審議会を開催， I土地利用計画J I市街地笠備JI交通Jvcついて原案説明.質疑

7・25 第四回審 l義会を開催， I上下水道J I清掃J I公園緑地」について原案説明，質疑

8・7 第五回審議会を開催， I産業の振興」について原案説明，質疑

8・28 第六回審議会を開催， I社会保障JI"社会福祉J I行財政運営J I保健衛生Jvcついて原案説明，質疑

9・6 第七回審議会を闘催， I治安防災J I行財政運常」について原案説明，質疑

10・18 第八回審議会を開催，総括審議

10・28 第九回審議会を嗣催，総括審議

11・14 第一回答申宅起草委員会

11・25 第二回答申案起草委員会

11・29 第十回審議会を胡催，答申案の検討を行い，市長に答申する

12・17 専門識者に試案内容の検討を依頼， (自治省，建設省，東京都，総合計画センター，都市住設調査

会)

12・25 建設省関係者に試案説明，質疑

昭和 44年
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1・24 東京都関係者に試案説明，質疑

1・30 自治省凶係者に試案説明，質疑

2・7 基本的総合計画審議会からの答申，および専門識者の意見を総括検討し最終的な試案改訂を行う

2・28 日近市基本的総合計画書完成



市民参 加の記録

町づくりの計画は市の部局が独断で作るものでもなく，専門家に依頼して作らせるものでもない。これは，市民

が考え，市民が参加してつくるものでなければならないということから，まず，市が歩んできた記録と現在の状

況を資料としてまとめ，これを市民に知ってもらい，計画のあらすじを作って，この試案をもとに市民の参加を

求め，市民の意見を折りこんだ計画をつくることを第一義的に考えた。このような観点から，市民参加をつぎの

ような方法で具体的に推進した。

0 審議会の委員に市民代表参加 D方法をとった。

計画試案を審議する審議会の構成は，大学教授，政界，財界の著名人が参与するのが一般的であるが，本市の

場合，日野市に在住する市民の代表の人たちで構成し，永年， 日野市に住み，良いところ，悪いところを十分承

知の人たちむ手・で審議してもらった。

。マスタープランを理解してもらうための PR

土地利用の問題，市街地整備の問題は，土地所有者の協力なしには実現が困難であることから， I地主のみな

さんへ」という小冊子を発行して理解を求め，また広く市民の人々にマスタープランを知ってもらうために，市

広報特集号で「マスタ ー プランと私の考え」を発行し，全市民に理解と協力を呼びかけた。このほか，マスター

プラン説明集会を催した。

。マスタープラン K対して市民の意見を求めた

市内 8ケ所で市民の怠見を聞く会を催し，市民対話という形でマスタープランの説明を行い，意見の交換を行

った。このほか，提案用紙， [マスタ ープランについて私の意見」を自治会を通じ広く市民に配布し，意見書の

提出を求めた。
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「市民の意見」と試案策定について

第一次案に対してよせられた「市民の意見」は大別して次の 8項目に分けられる。

総合計.画そのものの必要性について

土地利用等地域開発について

道路公園等について

上・下水道，清掃，し尿処理問題について

農業など産業について

社会教育について幼稚園，

①

②

③

④

⑤

⑤

⑦

 

福祉問題について

治安について③ 

なかには計画策定の時期の遅きに失したことを指摘するむきもあった。①については大多数が賛成であり，

前者についてはとれを可としながら区画整理および団地誘致に関しょせられた意見が多く，②について

しかしながら区画整理そのものの必要を否定する者はほとんどなく，もなお方法等につき疑問をもっ者もある。

第二次案ではこの事業実施計画の大要をあきらかにした。団地の問題については良質団地の誘致を求める声もあ

第二次案においては地域開発の補助的手段また特に不良業者によるもの及び賃貸団地への反対がつよい。
，
 

、
』
ノl
 

として良質団地について考慮した。

このため二次案では特に市民の循端ノミスの期待はつよい。パス路線の充実への要望が多く，③について

また計画実現までの連絡系統に関する関係当局への要請を考慮した。歩道

橋，京王線の急行停車問題についても市民は多くの期待をよせているが特に道路の現状への不満もあり，

f聞が急がれる。二次案では市道の拡幅改修について留意した。丘陵の緑地保存については公園，緑地帯等への要

との解

循環パスについて往復路線を考慮し，

二次案では極力これを確保すべく計画した。市民の関心が強く，望同様，

特に毛Fr設団地ではこの傾向がみsられる。二次案でも上下水道の全市普及を求める声は強く，④について

計画の早期実現をはかるべく既施設との関連について特に研究した。この点に留意し，

二次案では生産基盤の指導が要望され，農業については野菜，果樹等に重点をおいて施策，⑤について・・・

商業については駅周辺の商庖街整備が望まれてまた，近郊農業への方向を明らかにした。整備，経営の改善等，

二次案では，都市計画との関連のなかでこれを考慮した。いるので，

二次案では民間幼稚園の誘致をはじめ，幼稚園，地区センターの建設を求める意見が多く，⑤について

また地区センターについては特に計画の趣旨である新しい市公立幼稚園の建設についても必要数を明らかにし，

民性縫立のためその増設を配庸した。

幼児教育および児童福前者については，保育所ならびに保健所の設置に関する意見が多く，⑦について

保健所誘致はもちろん，今後の保健所とまた後者については，祉の立場から二次案ではこれに積極的に取組み，

市民の健康管理への意欲をました。市の保健行政との協力体制にまで言及し，

e . 
派出所の増設要請を特に考慮し二次案では駐在所，治支に|却する市民の懸念は意外と多く，③について・..

た。
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日野市基本的総合計画

t;t:ii'1.l 昭和44年 3月 1日

恥 出 11野市役所企画室

爪 行 日野市
東京都日野市日野 29 0 0番地

印刷 日本複写工業株式会社

4 東京都渋谷区千駄ヶ谷 4-5
TEL(402)5 0 87  


